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（要旨） 
 

 1990 年代に入り、米国が IT 革命を契機に、生産性の上昇を実現したことにより、世界
的に、生産性向上の要因についての研究が広がった。日本でも 90年代の長期停滞の主要因
として生産性上昇率の低下が指摘されて以来、実証研究の蓄積が進んでいる。本論文では、

全要素生産性(Total Factor Productivity)を中心とした生産性の計測やデータベースの整備、
資源配分の歪みや IT化の生産性に与える影響、経済政策との関わりなどを、欧米の先行研
究と日本での実証分析を中心にサーベイする。これまでの実証研究からは、①90 年代に入
って、日本の TFP上昇率は低下しているが、資本や労働力の質を考慮すると、当初指摘さ
れていたほど大きな低下ではない。②ただし、労働市場における資源配分の歪みは今日に

至るまで深刻である。③IT化の経済成長への寄与は、日本でも 90年代後半から現われてい
る。④技術ショックに対し、短期的な経済政策が有効か否かについては結論が出ていない、

ということがわかる。生産性の分析のためには、より良いデータベースの整備が不可欠で

あり、今後はデータベースの整備と歩調を合わせて、残された課題を研究していく必要が

ある。 
 
キーワード：TFP、成長会計、ヴィンテージ資本、ネットワーク効果、組織資本、マーク
アップ率、purified technological shock 
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すべての社会において、現状を維持しようとする

勢力がある。これらの勢力の一部は、革新が導入

されると、損失を被る可能性がある既得権益を守

ろうとし、他は単に「ボートを揺らさないで欲し

い」と考えるだけの勢力である。技術的な創造性

は、これらの勢力を乗り越える必要がある 
Prescott (1998) 

 
 
１ 生産性と日本経済 
 10 年ほど前、Krugman 教授はアジア諸国の急速な発展に対し、これらの国の経済成長
が労働や資本の伸びによって支えられ、生産性がさほど伸びていないことを指摘し、こう

した成長は持続的ではないと警鐘を鳴らした。そして「経済にとって生産性がすべてでは

ないが、長期的には生産性がほとんどすべてである」（Krugman1994）と述べ、経済にお
ける生産性向上の重要性を力説したのである。 
 当時日本では、長期にわたる経済の低迷にあえいでいたが、この低迷からの脱却策とし

て生産性の向上に着目した経済学者やエコノミストは少なかった。勿論、当時の「経済白

書」や「通商白書」では、毎年のように成長会計が使われていたが、それらは長期的な目

標である構造問題の解決策に対する根拠として示されていただけであり、長期低迷を脱却

するための方策としては、伝統的な財政・金融政策の有効性や、人々の将来への期待にも

働きかける新しい経済政策の役割、そして不良債権の累増に伴う金融システムの建て直し

等に注目が集まっていた。 
 こうした潮流が大きく転換し、生産性の問題が注目されるようになった背景には大きく

二つの理由が考えられる。一つは、1990年代後半に入ってからの米国経済の復活である。
70年代のベトナム戦争終了後、米国は長期にわたる生産性の低迷に悩まされていた。80年
代のレーガン政権において 100 ヶ月以上に及ぶ景気拡大が続いていた時ですら、生産性の
低迷は依然米国経済の重要な問題であり続けた。この生産性が 90年代後半には大きく上向
いたのである。多くの論者は、この復活の最大の要因を 90年代から進行した情報通信革命
（以下 IT革命と呼ぶ）に求めた。この議論は、単に専門家だけに止まらなかった。ヨーロ
ッパやアジア諸国の政策担当者も、IT 革命をどのように利用して経済全体の生産性を上昇
させるかという課題に注目し始めた。特に長期低迷にあえぐ日本では、90 年代後半から、
IT化に伴う生産性の向上を低迷脱却の起爆剤にしたいという風潮が高まったのである。 
二つ目は、Hayashi and Prescott(2002)及び林（2003）による問題提起である。彼らは、
標準的な経済成長モデルとその応用である実物的景気循環理論を使って、日本の長期停滞

の主要因が、労働供給の減少や全要素生産性（Total Factor Productivity 以下では TFPと
呼ぶ）上昇率の低下といった供給サイドにあることを強調した。彼らの論文に刺激を受け、
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多くの経済学者達が、TFP 上昇率が低下した要因について、より詳細な分析に挑戦し始め
た。折りしも現実の日本経済は、2002年から緩やかながら、それまでとは質の異なる回復
を始めた。質の異なるという意味は、回復に際して伝統的な拡張的財政・金融政策のサポ

ートを得ていなかったことや、金融機関の不良債権問題が、景気回復の足を引っ張らなく

なった点である。こうした現実経済の変化を受けて、日本経済の構造的な問題と TFP上昇
率の関係に対する関心は一層高まるようになった。 
 生産性を軸にして、日本経済を観察することは、過去の長期停滞を解明することに役立

つだけではない。これからの日本経済の行方を考える上でも極めて重要な意味を持つ。日

本は遅かれ早かれ、人口減少社会に突入する。これは経済成長の要因の一つである労働力

が長期にわたって減少を続けることを意味している。しかし日本の経済制度の多くは、一

定の経済成長を前提に構築されている。こうした経済制度に対するショックを緩和するた

めにも一定率の経済成長は必要となる。そのためには従来以上に、資本蓄積と TFP上昇率
の役割が重要となる。実際、2005 年 4 月に公表された政府の『日本 21 世紀ヴィジョン』
でも、今後の生産性上昇の役割が強調されている。 
 しかし経済学において、生産性ほどその重要性が認識されながら、現実との対応が難し

い概念も珍しい。今や古典となった Solow(1957)では、米国の経済成長の過半を TFP上昇
率が占めるという結果が注目された。現在でも多くの人が TFP上昇率を技術進歩率と解釈
しているが、必ずしも技術進歩率だけではない。TFP 上昇率の推計過程を理解すれば明ら
かなように、それは、生産の上昇率から資本や労働力などの生産要素の変化率を控除した

「残差」に過ぎないのである。したがって、TFP 上昇率は生産要素の投入だけで測れず、
かつ生産の上昇に寄与する「何か」でしかない。しかしこの「何か」を知ることは、持続

的な経済成長を達成する方策を手にすることでもある。Solow論文の公表後、多くの経済学
者は、この TFPを変化させる要因について研究の蓄積を続け、その作業は今日でも続いて
いる。冒頭の文章は、2004年にノーベル経済学賞を受賞した Prescott教授の論文からの抜
粋だが、彼にしても経済成長や経済発展における TFP 上昇率の重要性を認識しながらも、
いまだにその背景となる理論を求め続けているのである。 
 本稿では、生産性の問題を取り上げるが、以上のように長年にわたって経済学の中心的

なテーマであった生産性の問題を、すべてカバーすることはできない。したがってここで

は、過去 20年及び今後の日本経済を理解する上で重要と思われる生産性上昇率の要因に焦
点を絞って議論を進めていきたい。 
 まず次節では、生産性の概念とその計測について簡単な解説を行う。生産性の計測につ

いては、データの作成の仕方とどのデータベースを利用するかに大きく依存する。生産性

データについては、OECD などでも統一的な基準で計測し国際比較を行うという方向に向
かっており、本稿でもこうした生産性の計測に関する国際的な潮流を踏まえた解説を行う。  
第 3節では、Hayashi and Prescott(2002)及び林（2003）によって問題提起された、1980

年代から 90 年代にかけてのマクロ的な TFP 上昇率の変化について、彼らの推計だけでな
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く、他の研究も合わせて検討を行う。すでに述べたように TFP上昇率の変化は、単なる技
術進歩だけによって引き起こされるものではない。産業別や企業別のデータを利用すると、

産業間の資源配分や生産性の高い企業が参入したり退出したりすることによっても影響を

受けることがわかる。ここでは、日本経済において産業間の資源配分や企業の参入・退出

行動が TFP上昇率にどのような影響を与えたかについて考察を行う。 
第 4節は、米国経済の復活をもたらしたとされる IT革命と生産性の問題について取り上
げる。IT産業が成長し、IT資産が蓄積されれば、長期的に経済が成長するということにつ
いて、必ずしも完全な同意が得られたわけではない。また IT化がどのような過程を経て生
産性向上に寄与するかについても様々な議論がある。本稿では、こうした問題を日本だけ

でなく、米国や欧州の議論と合わせて検討する。 
IT 化へ関心が集まると同時に注目されるようになったのは、無形資産の役割である。米
国では、IT 化を単に、コンピューターや通信機器などの購入や普及として捉えるのではな
く、そうした IT機器の導入に伴うビジネス・スタイルの変化も含めて考えるべきだとする
議論がある。したがって物的な資産の蓄積以上に、組織の変革などに代表される「無形資

産」が生産性の向上に寄与しているのではないかと考え、こうした「無形資産」（または組

織資本）を定量的に把握する試みが行われている。この企業組織における無形資産という

のは、経営学では目新しい概念ではない。1980年代以降頻繁に使われている「日本的経営」
という概念も企業における日本独特の組織資本の名称として捉えることも可能である。た

だこうした経営的概念は、これまで事例研究が中心であり、一般的な基準を置いて定量的

に把握するような試みがなかった。第４節では、こうした組織資本を定量的に把握する作

業を合わせて紹介する。 
そして第 5 節では、生産性の問題と経済政策との関係を検討する。すでにみたように、
生産性の変化が経済の変動の多くを支配するとすれば、伝統的な需要を増加させるマクロ

経済政策の有効性は大きく減退する。実物的景気循環理論の台頭とともに、米国では生産

性ショックが経済変動に与える役割の大きさをめぐって議論が続いている。ここではそう

した議論に沿った日本での研究を紹介し、今後の経済政策のあり方を検討する材料を提起

したい。 
そして本稿の最終節では、生産性をめぐる議論を総括するとともに、政策面及び研究面

での今後の課題について言及する。 
 
２ 生産性の計測とデータベース 
2-1 TFPの計測 
 経済分析で、よく利用される生産性の概念にはどのようなものがあるだろうか。表１は、

OECDの Schreyerがまとめた生産性の概念を修正してまとめたものである。1 
 
                                                  
1 生産性の概念をより詳しく説明したものとしては、中島（2001）があげられる。 
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 この中で労働生産性は、労働力及び産出物の計測がしやすいことから、最もよく使われ

ている概念である。一方資本生産性は労働生産性に比べて、そのままでは用いられること

は少ない。むしろ、その逆数である資本係数を資本の効率性の指標として利用することが

多い。 
 本稿の主な関心は、こうした単一生産要素で測った生産性よりも、むしろ複数の生産要

素で測った TFPにある。TFPも、複数の生産要素の選び方によって、いくつかのヴァリエ
ーションがある。マクロ・レベルでは、付加価値（GDP）を労働力と資本の組み合わせで
除したメジャーが利用されることが多い。これは、集計の段階で生産と中間投入が相殺さ

れてしまうからである。しかし、産業や企業レベルで TFPを計測する場合は、中間投入も
生産要素に含めた TFPを考えるのが通常である。一部では、産業や企業レベルの分析にお
いて、労働力と資本のみを生産要素とし、付加価値を産出物として TFPを計測しているも
のもみられるが、これは Basu and Fernald (1995)が批判したように、計測された TFPに
はバイアスが生じることがわかっている。 
 TFP の概念を理解することはさほど困難ではないが、これを計測するには多くの困難が
伴う。このため、TFPの計測方法にもばらつきが生じている。産出や中間投入に関しては、
さほど計測上の問題はないが、投入、特に資本の計測に関しては様々な議論があり、実際

の TFPの計測についても、この資本概念の違いや計測上の違いが大きく影響している。2 
 資本については、まず計測者によって利用する資本の概念が異なるという点があげられ

る。よく知られているように、資本ストックは、大きく粗資本ストックと純資本ストック

という二つの概念に分けられる。前者は、内閣府経済社会総合研究所の『民間企業資本ス

トック統計』のように、一度設置した資本設備は、耐用年数が来るまで生産能力が落ちな

いとする考え方に基づいている。したがって資本の減少が生じるのは、その資本が除却、

または滅失した場合に限る。一方後者は、資本の減耗を考慮した後の資本ストックである。

この減耗の仕方にも様々なヴァリエーションがあり、耐用年数が来た際に一気に減耗する

パターン（one hoss shay）、耐用年数まで定額で減耗するパターン（straight line）、一定
の減耗率で減耗するパターン（geometric）などがある。Hulten and Wykoff (1981)は、資
本財の中古価格の低下パターンを調べることにより、現実の減耗パターンが幾何的減耗パ

ターンに近似できることを示した。3こうした実証上の成果を背景として、1997年以来米国
商務省経済分析局では幾何的減耗分布にしたがった純資本ストックのみを公表するように

なっている。他の国では、粗資本ストックと純資本ストックの双方を公表するケースが多

いが、経済学の分析では、基本的には純資本ストックが用いられている。4 

                                                  
2 産出面における計測上の課題は、金融サービスや教育や医療など非市場型サービスの産出
をどのように計測するかというものである。 
3 日本で、こうした減耗分布の計測を行ったのは、國則（1988）である。 
4 資本の概念については、野村（2004）に詳しく解説されている。ここでは、粗資本スト
ック、純資本ストックといった概念の他に、生産資本ストック（productive capital stock） 
という概念を導入している。ただし、計測上は幾何的減耗パターンを採用することにより、
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 資本に関する第 2 の問題は、資本サービスの計測である。生産関数の中に入っている資
本ストックは、一定率のサービスを提供し、それが生産に寄与していると想定している。

しかしもし資本財が単一財ではなく、異なる財によって構成されている場合は、資本財に

よって生産への寄与、すなわち限界生産力が異なっているため、たとえ集計された資本量

が同額であったとしても、生産への寄与は異なるはずである。つまり、最新の IT機器が 80％
と 20 年前に建てられた建設設備が 20％で構成されている資本ストックと逆の構成比にな
っている資本ストックでは、資本ストックが生産に貢献する程度が異なってくるのである。 
 いま個別の資本財（ iK ）は、一定量の資本サービス（ iKS ）を生じると考えよう。 

 
 ii KKS µ=    （１） 

 
(1)式のµは、資本ストックのサービス化にかかる一定の係数である。この資本サービスの対

価は、新古典派的な完全競争を想定すると、資本コスト（ iu ）で表すことができる。税制
を考慮しない資本コストは、 
 
 ][ iKiKii piPu δ+∆−=  

 
で表すことができる。ここで、 KiP は、資本財 i の価格、i は名目金利、 iδ は資本財 i の減
耗率を表している。 KiKi Pp ln= であり、 Kip∆ は、資本財価格の時間変化率を表す（記号の

使い方については以下同じとする）。これから集計資本サービス量の変化率は、 
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となる。（２）式は、複数の資本財の資本サービスの変化率を表す際には、各資本財の伸び

率を資本コストで評価した資本価額をウエイトとして集計することを示している。このよ

うに、もし資本財を 1 財ではなく、複数財として、成長会計を行う場合は（２）式にした
がって資本投入量の伸びを計算することになる。5そして、この資本サービスの変化率と資

                                                                                                                                                  
生産資本ストックと標準的な純資本ストックの計測値は同じになる。なお、野村（2004）
では、各国が公表している資本ストックの概念についても詳しく整理されている。また企
業の財務データでは、こうした資本の概念とは別に簿価の資本価額を使用している場合も
ある。 
5 資本サービスや労働サービスの概念を成長会計に導入したのは、Jorgenson and 
Grilliches (1967) であり、これを指数化したのは、Diewert(1976)である。Baily(1981)は、
石油危機後の生産性の低下を計測することを目的として、石油危機による従来の資本の陳
腐化を考慮するために、資本サービスという概念を用いた。 
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本ストックの変化率の差を資本の質の変化と考えている。新古典派的な世界では、資本コ

ストは資本の限界生産力に一致する、したがって、ある産業（j）における資本コストと資

本ストックの積（ ij

n

i
i Ku∑ ）は、その産業の営業余剰に等しくなるはずである。しかしなが

ら現実には両者の間には乖離が生じる。野村（2004）はこの乖離分を、稼働率や過剰資本
のメジャーと考えている。 
 同様の点は、労働についてもあてはまる。すなわち同じ労働者数でも、年齢や勤続年数

によって労働の限界生産力が異なる。もし各労働者の属性別の労働の限界生産力が、それ

ぞれの賃金率（ Lp ）に等しければ、集計された労働サービス（ＬＳ）の変化率は、 
 

 ( ) ( )
n n

Lm m Lm m
m mn n

m m
Lm m Lm m

m m

p LS p Lls ls l
p LS p L

∆ = ∆ = ∆∑ ∑
∑ ∑

  （３） 

 
となる（ここでは労働の属性をｍとしている）。ただ、日本のように年功序列賃金をとって

いる場合、比較的高齢で勤続年数が長い労働者の賃金は、限界生産力よりも高く評価され

ている可能性がある。したがって、長期停滞により、若年者の採用が相対的に少なくなっ

た 90 年代には、（３）式の方法にしたがって労働サービスを計算すると、労働の質が向上
するという結果が出る可能性がある。 
 以上計測上の課題を踏まえると、TFP変化率は、次のように考えることができる。 
いま j産業の生産関数を次のように定式化する。 
 

 βαβα −−Τ=Τ= 1),,,( jjjjjjjjj MLSKSMLSKSFQ    （４） 

 
ここで、Mは中間投入量である。（２）、（３）式を使うと、TFP変化率（ τ∆ ）は、 
 

 

jkkjjlljj

jkkjjlljjmjjkjjljj

jmjjkkjjlljj

jmjjkjjljjj

kwclwca

kwclwcmckclcq
mckwclwcq

mcksclscq

∆−−∆−−∆=

∆−−∆−−∆−∆−∆−∆=

∆−∆−∆−∆=

∆−∆−∆−∆=∆

)1()1(

)1()1(

τ

  （５） 

 
となる。（５）式において、wk, wlは、（２）、（３）式で示した異なる資本財や属性の異なる

労働者を集計する際のウエイトである。また、 )ln(Nn = (N=Q, Y, L, K, M)である。さらに、

mjljkj ccc ,, は、各生産要素のコストベースの分配率である。Hall (1990)が指摘するように完
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全競争の場合にのみ、 βαβα −−1,, で表される収益ベースの分配率とコストベースの分配

率は一致する。（５）式は、通常算出されているソロー残差（ a∆ ）は、資本や労働の質の

変化も含んだバイアスのあるメジャーになることを示している。 
 (5)式は、j産業の TFP変化率を示しているが、これをマクロの付加価値ベースの TFP変
化率に集計する場合、それぞれの産業間の取引を考慮しなくてはならない。Domar(1961)
は、産業間の中間投入取引を考慮した上で、産業別の TFP変化率からマクロ・レベルでの
TFP変化率への集計を次のように表した。 
 

 j

n

j Mj

Yj

c
S

ττ ∆
−

=∆ ∑ )
1

(    （６） 

 

(6)式で YjS は、j産業における付加価値額のシェアを示している。この（６）式は、Domar 

weightによる TFP変化率の集計と呼ばれている。 
  
2-2 産業別・企業別データベース 
 マクロデータを使った TFPの計測が、最近の頻繁な国民経済計算の改訂の影響を受ける
ことについては、すでに宮川・真木（2004）において詳述したので、ここでは産業・企業
別データベースの利用について述べる。 
 表２は、日本において産業別の TFPを計測するために必要なデータを提供するデータベ
ースである。日本で最も早くから生産性を計測するための産業別のデータベースを整備し

てきたのは、慶應義塾大学産業研究所が作成した KEOデータベースである。この作成方法
については、黒田・新保・野村・小林（1996）にまとめられているが、当時は 1992年まで
しかデータ系列がなかった。しかし、最近野村（2004）や Jorgenson and Nomura(2005)
において、2000年まで延長されたデータが公表されている。 
 一方 JIP(Japan Industry Productivity)データベースは深尾一橋大学教授や宮川らによ
って整備されたものである。このデータベースは深尾他（2003）によって公表され、付属
のCD-ROMによって誰でも利用可能なものとなっているが、68SNA方式に準拠しており、
系列も 1998年までである。このため、現在 93SNAベースに改訂し、2002年までの延長推
計を行っている。 
 最後の JCERデータベースは、日本経済研究センターにおいて、『国民経済計算』におけ
る産業分類をベースに推計されたものである。他の２つのデータベースに比べ産業数が少

ないため、比較的簡易に推計できることから、93SNA ベースで 2002 年までの系列が整備
されている。このデータベースは、内閣府（2004）の IT政策の検証分析に用いられている。 
 本来こうしたデータベースは、公共性が高くまたその整備にも時間と多大な労力を費や
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すため、少数の研究者の研究プロジェクトにはなじまない。現に、最近では OECDが加盟
国の生産性に関するデータを公表したり、EU が多額の補助金を出して、EUKLEMS プロ
ジェクトと呼ばれている、グロニンゲン大学を中心とした、EU加盟国の産業別データベー
スの整備を進めている（産業数は 65 部門）。日本では今後、人口減少社会が到来し、生産
性の上昇が一層重要となるとともに、東アジア地域での経済連携が進み、産業間の国際競

争力がいま以上に労働や資本の移動を活発化させる。こうした問題を定量的に考察する基

盤を提供するためにも、公的セクターが主導して産業別データベースを整備していくべき

であろう。 
 産業レベルでの生産性データを整備するだけでは、その産業に属する企業の参入・退出、

事業所の開廃の動きが生産性に与える影響を把握することができない。このため、1990年
代から企業ベースや事業所ベースのミクロ・データを利用してマクロや産業別の生産性の

動きをより深く検討する研究が進んでいる。6先述の EUKLEMS プロジェクトでも、
Bartelsman教授を中心に、企業のミクロ・データの整備も進められている。ここでは各国
の企業または事業所の生産性に関するデータを収集し、企業または事業所ベースでの生産

性の相違を計測しようとしている。 
日本でも先述の深尾教授を中心に、日本における財務データを収集し、EUKLEMSプロ

ジェクトと同様の企業ベースでの生産性を整備しようとする研究が進んでいる。従来企業

ベースの生産性に使用される統計としては、経済産業省の『企業活動基本調査』が中心で

あった。しかし『企業活動基本調査』が対象としている業種は、製造業と商業に限られて

おり、多くの非製造業が対象からはずれていた。また最近設備投資やコーポレート・ガバ

ナンスの研究で利用されている日本政策投資銀行の財務データベースは、上場企業に限ら

れている。深尾教授らは、この日本政策投資銀行のデータベースに、比較的規模の大きい

非上場企業のデータベースである JADE や中小企業のデータベースである CRD といった
データベースを加えて、1998年から 2002年までの TFPの計測を試みている。これらの企
業の総数は、多い年では 91 万社におよび、2001 年時点の『事業所・企業統計調査』にお
ける企業数の 56％に及んでいる。7 
 
３ 1990年代に生産性は低下したか －マクロベース・産業ベースからの検証－ 
3-1 マクロベースの推計結果 
 前節では、現時点での標準的な TFP変化率の計測方法を示したが、こうした計測方法が、
必ずしも広く認知されているわけではない。表 3に示されているように、最近の日本の TFP
変化率の計測例をみると、その計測方法はまちまちである。 
 

                                                  
6 こうしたミクロ・データを使った生産性の研究の進展については、Bartelsman and Doms 
(2000)や Foster, Haltiwanger,and Krizan(2001)にまとめられている。 
7 ただし、このデータベースには金融・保険業は含まれていない。 
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 しかしながら、こうした計測方法の違いにもかかわらず、各研究ともおおむね 1980年代
から 90年代にかけて TFP上昇率は低下している（表４参照）。しかし、その低下の程度は、
Hayashi and Prescott(2002)、内閣府（2002）、吉川・松本（2001）の推計と深尾他の JIP2006
による推計や Jorgenson and Motohashi（2005）、 Hayashi and Nomura (2005)の推計を
比較すると、前者の低下幅は大きく、後者の低下幅は比較的小さい。これは主に前者が資

本や労働の質を考慮していないのに対し、後者が資本や労働の質を考慮しているためだと

考えられる。1980年代から、先端技術を体化した機械投資の比重が高まったことから、資
本の増加率以上に資本の質は向上していたと考えられる。同様に労働も 1990年代半ばまで
は、賃金の高まりが限界生産力の上昇を反映したとすれば、労働の質は向上していた。8 深

尾他や Jorgenson and Motohashi（2005）、 Hayashi and Nomura (2005)の推計では、こ
うした資本や労働の質の向上が生産要素投入の増加として考慮されているため、残差とし

ての TFP上昇率自体が、前者の研究における推計より小さく、かつ 80年代から 90年代に
かけての低下は比較的緩やかになったと考えられる。 
 逆に、中島他（2004）のように 1980 年代から 90 年代にかけて TFP 上昇率が上昇した
推計結果もみられる。中島他（2004）の推計は、従来の推計とは違い、産出・投入量から
TFP 上昇率を推計しているのではなく、双対性を利用して、産出及び投入価格を利用して
TFP 上昇率を推計している。経済が完全競争であれば、数量的接近法と価格的接近法は一
致するが、両者に乖離があるということは、マーク・アップの問題も含めて今後克服しな

くてはならない課題があることを示している。 
最後に、Kawamoto(2005)は、80年代と 90年代で TFP上昇率に変化がないという結果

を示している。Kawamoto(2005)の場合は、第 5節でも詳しく検討するが、他の研究結果と
異なり、Basu and Fernald (1997)、（2001）にしたがって、不完全競争や稼働率も考慮し
た上で産業別の生産関数を推計し、その推計結果から得られた残差（Basu and Fernaldや
川本氏達は、これを purified technological shockと呼んでいる）を Domar weightによっ
て集計している。このため、他の研究と推計方法自体が異なっている。 
以上の研究からわかることは、Hayashi and Prescott(2002)において強調された、1990
年代の日本の TFP上昇率の低下は、当初想定されていたほど大きなものではなく、その中
でいくらかは、資本や労働の質の変化、稼働率の変化などによって説明ができるというこ

とである。 
なお 2000 年以降の TFP 上昇率だが、JCER データベースを用いた単純なソロー残差の
推計では、2001年から 03年までの TFP上昇率が、年率 0.15％の上昇率と 90年代よりさ
らに低下している。また JIP2006 による暫定推計でも、2000 年から 2002 年の TFP 成長

                                                  
8 すでに述べたように、年功賃金制によって決められた賃金が、果たして正確に労働の限界
生産力を反映しているかどうかについては、疑問がある。JIPデータベースの延長推計では、
Mincer=樋口型の賃金関数をもとにして、勤続年数と限界生産力との間に独自の関係を設定
して労働の質を計測する試みを行っている。 
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率は、年率 0.77％と 90年代後半の 1.10％に比べて低下している。これは、①2001年が不
況の時期で、2002年、2003年は不況からの回復途上であったこと、②2002年からの回復
が、1990年代の後半からの企業部門における労働面、負債面での厳しいリストラによって
達成されたものであり、必ずしも生産性が飛躍的に上昇したためではないということを示

している。 
 
3-2 生産性の低下と産業間の資源配分 
 このように測定された TFP変化率は、技術進歩率以外の様々な要因を含んでいる。その
一つに、産業間での資源配分が TFP変化率に与える影響がある。すなわち、たとえ各産業
の技術水準が一定だとしても、経済全体における高生産性産業の比重が高まれば、経済全

体の生産性も上昇することになる。逆に低生産性部門の比重が高まれば、それだけで生産

性は低下する。この場合、生産性上昇率の低下を克服する方法として、単に技術水準を上

昇させることだけでなく、低生産性部門から高生産性部門へ生産資源を移転することも有

効になる。 
 こうした部門間の生産資源配分が、90 年代の生産性低下に寄与していることを示したの
は、宮川（2003）である。宮川（2003）は、産業別データを利用し、Syrquin(1986)の方
法にしたがって労働生産性の要因分解を行った。この結果、産業間の労働力配分が、90 年
代の生産性低下に大きく寄与していることを確認した。 
 Syrquin(1986)の方法では、労働力の資源配分に焦点があてられているが、Sonobe and 
Otsuka(2001)では、労働力だけでなく資本の再配分効果も検討することができる。(4)式で
産出側を付加価値とし、投入側が資本と労働のみの生産関数（ここでは資本量と資本サー

ビス、労働量と労働サービスの違いは考慮しない）を考えると、まず労働生産性の上昇率

（ yl∆ ）は、資本／労働比率（ kl∆ ）の寄与率と、TFP上昇率（ τ∆ ）に分解できる。 

 
 τα ∆+∆=∆ klyl                   (7) 

 
ここで、αは生産費用ベースで測った資本分配率である。 
 ここで資本／労働比率は、各産業の資本／労働比率と労働の構成比の変化に伴う再配分

効果に分解することができる。 
 

( )
j

j
K j Lj Lj

j j

kl kl
kl s kl s s

kl
−

∆ = ∆ + ∆∑ ∑           （8） 

 

ここで、 )( Ljs∆ は、j 産業における労働の構成比の変化率である。（8）式の右辺第 2 項は、

資本／労働比率の高い産業へ労働が移動すると、経済全体の資本深化が進む効果を表して
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いる。さらに（7）、（8）式を利用すると、 
 

 ( ) ( ) ( )j j j
Yj j Lj Lj Kj j

j j j

yl yl kl kl r r
s s s s kl

yl kl r
τ θ α α

− − −
∆ = ∆ + − ∆ + ∆∑ ∑ ∑    (9) 

となる。ここで、 Yjs はｊ産業の付加価値の全体に対する構成比、ｒは資本収益率である。

また（ θ∆ ）は、通常の TFP 変化率から資源配分効果などを除いた純粋な意味での技術進
歩率と定義する。（9）式の右辺第 1項は、各産業での TFP上昇率を集計した効果を示して
いる。第 2項は、労働の再配分に伴って TFPが上昇する効果である。そして第 3項は、資
本が収益率の高い産業で資本蓄積することによって、経済全体の TFPが上昇する効果であ
る。 

(7)式から（9）式までの効果を総合すると、労働生産性の上昇率は、 
 

   

( ) { ( )} ( )j j j j
Kj j Kj j Lj Lj

j j j j

Yj j
j

r r kl kl yl yl kl kl
yl s kl s kl s s

r kl yl kl

s

α α α α

θ

− − − −
∆ = ∆ + ∆ + + − ∆

+ ∆

∑ ∑ ∑ ∑

∑

  (10) 
 
と書くことができる。 
(10)式の右辺第 1 項は、各産業での資本深化を集計した効果を表している。そして、第 2
項は、資本が効率的に配分されているかどうかを示している。第３項は、労働資源の配分

が資本深化や TFPの上昇率に影響を与え、ひいては労働生産性上昇率の動向を左右する効
果を示している。最後の第４項は、各産業における技術進歩率を集計した効果である。 
(10)式にしたがって、最新の JCERデータベースを使い、労働生産性の要因分解をしたも
のが表５である。表５をみると、労働生産性上昇率は、1980 年代の 3.15％から 90 年代の
1.11％と 2.05％低下している。この低下にもっとも寄与しているのは、技術進歩率の低下
で 0.95％である。次いで資本蓄積と労働力の再配分効果による低下が 0.55％ずつとなって
いる。しかし 90年代後半に着目すると、技術進歩率は回復し、資本蓄積効果もほぼ中立的
になっている。9この中で労働力の再配分効果だけがマイナスとなり、労働生産性の回復を

妨げている。そしてこうした効果は、2000年代に入っても続いているのである。  
 ここでの分析と同様、大谷・白塚・中久木（2004）もまた部門間の生産要素配分の歪み
が、1990 年代の長期停滞の一因となっていることを示している。彼らは、Syrquin(1986)

                                                  
9 1990年代後半に入って TFP上昇率が回復する現象は、Jorgenson and Motohashi(2005)
でも確認されている。 
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の分解方法に、部門間の要素価格比率の違いから生じる資源配分効果を加えて、JIPデータ
ベースを利用することにより、GDP成長率の要因分解を行っている。結果は、ここでの推
計とほぼ同じで、バブル以前（1986－91年）とバブル以降（92－98年）とを比較すると、
GDP成長率の低下の最大の要因は、TFP成長率の低下であるが、労働の再配分効果も部門
の構成比変化と要素価格比率の変化を加えると 0.47％分、成長率の低下に寄与しているこ
とが示されている。 
この部門間の資源配分を考察する研究では、労働力や資本などの生産要素は同質である

と仮定されている。しかし部門間の生産移動ではなく、生産要素の構成が変化することに

よって、生産性が変化することも考えられる。例えば石油危機以降、省エネルギー化を進

め、エネルギー投入を相対的に少なくした場合や IT化に伴って情報サービスを積極的に利
用したり、コンピューターや最新の通信機器を積極的に導入することによって、生産要素

投入量が変化しなくても生産性が上昇する可能性がある。こうした効果を、日本経済研究

センター（2004）及び宮川・竹内（2006）は、Wolff（2002）の分析方法にならい、JIP デ
ータベースを用いて、投入構造の面からみた構造変化の指標を作成した。産業別の投入構

造としては、①中間財の投入係数、②資産種類別の資本構成比、③職業別雇用者構成比の

３つを取り上げた。なお、職業別とは日本標準職業分類の大分類で｢専門的・技術的職業｣、

｢管理的職業｣、｢事務従業者｣、｢生産工程・労務｣など 10 の職業からなる。 

Wolff（2002）は投入構造の変化を表す指標として、２時点(ｔ期、ｔ＋１期)の産業ｊの

類似性指標(Similarity Index 1, +ttSI )を考えた。例えば、中間投入係数行列(ｍij)に関す

る類似性指標は、 

( ) ( )
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と表すことができる。この類似性指標は０から１の値をとり、１のときは構造変化が起き

ていないことを示す。 

さらに、１と類似性指標の差を構造変化指標(ＤＳＩ)とする。 

SIIndexityDissimilarDSI −=1)( 　  

構造変化指標も０から１の値をとり、構造変化が大きいほど大きな値をとる指標となる。 

宮川・竹内（2006）では、この各生産要素の構造変化指標を説明変数として、TFP 変化率

を推計している。推計結果は、表 6 に示されている。表 6 をみると、中間投入構造及び資

本投入構造の変化はいずれのケースについても、TFP を上昇させている。 

一方労働投入構造の変化については、符号がマイナスとなっている。しかし、製造業ダ



 14

ミーを乗じた項はプラスになることから、労働投入構造の変化が、TFP 上昇につながらない

のは主に非製造業であることがわかる。さらにこの労働構造の変化を、具体的に管理職比

率や専門職比率、パートタイム比率の変化に置き換えて推計を行った。このとき各比率の

上昇は、TFP 上昇率を低下させるという結果を得ている。非正規社員が増加している産業は、

小売業を中心とする非製造業だが、この結果は、非正規社員比率の上昇が必ずしも生産性

の向上につながらないことを示している。 

宮川・竹内（2006）では、さらにこうした資本の構成比変化や中間投入の構成比変化が

IT 化の進展だけでなく、規制緩和の進展によっても促進されていることを示しており、IT

化や規制緩和の進展は、生産要素の構造変化を通して TFP の上昇率に影響を与えているこ

とが確認できる。10 

 

3-3 ミクロ・データによる分析 
 産業間での資源配分の歪みが続く一因として、その産業内において、低生産性の企業ま

たは事業所が産業内に止まり、高生産性企業（または事業所）の参入が進まないというこ

とが考えられる。Caballero and Hammour(1994)、 (1996)は、不況期において企業の新陳
代謝が進むことによって次期の好況期を準備するという理論モデルを提示している。実際

1990年代に入って、日本の開業率及び廃業率は低水準で推移している。 
 こうした問題意識から、Fukao and Kwon(2005)や Nishimura, Nakajima, and 
Kiyota(2005)は、『企業活動基本調査』を利用して、どのような企業が参入・退出を行って
いるかを分析している。彼らは、Good, Nadiri, and Sickles (1999)や Aw, Chung, and 
Roberts (2001)にならって、各企業の相対的 TFPを計算する。例えば企業ｈの相対的 TFP
とは、企業ｈの TFPを幾何平均からの乖離で測ったもので、次のように表すことができる。 
 

 
)ln)(ln(

2
1)ln(lnln hjnhjnjnhjn

n
hjhjhj XXssQQ −+−−=Τ ∑

  （11） 

ここで、Ｘｎは企業の生産要素を表し n=L, K, Mである。11彼らは、退出した企業の生産性

を調べ、1990年代後半から相対的に高い生産性の企業が退出し、低い生産性の企業が産業
内に止まっていることを示した。 
 さらに Ahn, Fukao and Kwon (2004)は、参入企業と退出企業の生産性の差について、日
本だけでなく各国の同様の分析と比較を行った。その結果、参入企業と退出企業との生産

性格差は、韓国で 2.01％と最も大きく、日本は米国やフィンランドよりも低い 0.09％とい

                                                  
10 この分析での規制緩和指標は、中西・乾（2003）をもとに、JIP2006においてさらに延
長推計されたものである。 
11 Fukao and Kwon(2005)は、（11）式に集計レベルの TFP変化率を加えたものを作成し
ている。 
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う結果になることを示した。 
 Nishimura, Nakajima, and Kiyota(2005)は、相対的に生産性の低い企業が産業内に残っ
ていられる背景が、金融機関の資金面での支援にあると推察しているが、これを明示的に

取り上げたのが、Caballero, Hoshi, and Kashyap(2004)である。彼らは、上場企業で利払
いの猶予を受けていると推察できる企業（最優遇金利以下の利払いを続けている企業で、

彼らはこれをゾンビ企業と呼んでいる）が多い産業ほど TFP上昇率が低くなっていること
を示した。Caballero, Hoshi, and Kashyap (2004)は、フロー面で金融機関からの支援を受
けている企業を定義したが、宮川・落合・滝澤（2005）は、ストック面で金融機関からの
支援を受けている企業が多いと考えられる産業を取り上げた。彼らは、ある企業における

設備の残存耐用年数が債務償還年数を下回っている場合、その企業は現状の資産を使いき

った後も債務が残るため、潜在的に債務超過の可能性があると考え、残存耐用年数－債務

償還年数が小さくなっている産業ほど、債務超過の可能性がある企業の比率が高いとみな

した。この指標を使って TFP上昇率との相関をとると、Caballero, Hoshi, and Kashyap 
(2004)と同様、債務超過に陥る可能性が高い企業が多く存在する産業ほど TFP上昇率が低
くなるという結果を得ている。 
 一方新規参入企業の生産性が高いというのは、実証的に確認されているのだろうか。す

でに米国では Bahk and Gort(1993), Power(1998), Jensen, McGuckin, and Stiroh (2001)
らによって生産量や労働生産性と企業年齢との関係が検証されている。こうした研究結果

からは、比較的若い企業ほど生産性が高いという結果が得られている。12 
 日本でも、宮川・川上（2006）は、Power(1998)の実証にならって、新規参入企業の生
産性は開業後 6 年までは上昇し、その後も新規参入時の生産性を上回る水準が維持される
ことを実証している。このため企業の新規参入が進むほど経済全体の生産性が高まると予

想されるが、先ほど述べた産業内に残る企業が金融面での過度な支援を受けているのとは

逆に、資金調達面の理由から新規参入が難しいという側面がある。すでに Evans and 
Jovanovic(1989)が、情報の非対称性から、創業に際して流動性制約が存在することを示し
ているが、日本でも安田（2004）が金融機関からの借入が可能になると、創業規模が大き
くなることを示している。これとは逆に Sakai, Uesugi and Watanabe(2005）は、CRDデ
ータを用いて、企業年齢の高い企業ほど、情報の非対称性が緩和され、企業年齢の若い企

業より有利な条件で資金調達が行えることを示している。13 
 こうした一連の研究をみると、日本と外国で開業率や廃業率に違いがあり、企業の新陳

代謝が進まない背景には、金融制度や資金調達方法の違いが存在すると考えられる。14 

                                                  
12 ただし Power(1998)の実証結果では、設立して 1年目の事業所の生産性はそれほど高く
なく、2年から 6年の間で生産性が上昇している。 
13 Jensen, McGuckin, and Stiroh (2001)の研究では、生き残った企業の生産性は高くなっ
ている。 
14 ミクロ・データを利用した生産性分析については、清田（2006）がより詳細なサーベイ
を展開している。 
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3-4 資本の質と生産性 
 さて、企業年齢と生産性との関係は、すでに述べた資本の質が生産性に及ぼす影響とも

関連する。企業年齢が若い企業ほど設備の年齢も若いと想像されるからである。この考え

方は、1960年代に Solow (1960)、Phelps (1962)、Nelson(1964)らが提起した vintage capital
の系譜に連なるものである。vintage capital は、各期に投資される資本が同質的でなく、
しかも年を経過する毎に陳腐化していくという点で、内生的成長モデルで利用されていた

資本とは異なる概念に属している。先進国では、継続的に技術進歩が生じ、その技術を体

化した設備が連続的に生み出されていく一方で、古い機械が使われなくなっていくために、

70年代半ばからの生産性低下や 90年代の IT化を説明するには、vintage capitalの概念が
有用だという認識が広まっている。 
かつて Denison(1964)は、資本年齢の変化が経済成長にそれほど影響を与えないという実
証結果を示したため、vintage modelは、当時は深く研究される課題とはならなかった。し
かし 1990 年代に入って、マクロ・レベルでは Wolff(1991)、(1996)、 Hulten (1992)が、
ミクロ・レベルでは Bahk and Gort (1993)らが、資本に体化された技術や設備年齢が、生
産性や GDP に無視できない影響を与えているとの実証結果を示し、再び注目され始めた。
これを受けて Jovanovic (1998)や Benhabib and Hobijn (2003)は、vintage capitalを含む
経済成長モデルを構築し、そこから所得の不平等やエコー効果を含む経済成長経路の変化

を導出している。 
技術進歩が資本の質を変化させていく場合、新規の資本財価格は低下傾向を示す。これ

を受けて、Greenwood, Hercowitz, and Krusell (1997)、(2000)達は IT機器などの資本財
価格の低下が、景気循環に与える影響を、Cummins and Violante (2002)は、経済成長への
寄与度を分析している。特に Greenwood, Hercowitz, and Krusell (2000)では、設備の更新
による資本の質の向上が、GDP上昇の 30％を占めるという calibrationの結果を示してい
る。 
 日本でも宮川・浜潟（2005）が、JIP データベース、JCER データベースを利用して産
業別の設備年齢を最近まで推計している（図１参照）。そしてこの設備年齢を資本の代理変

数として、次のような生産関数を推計している。 
  

 

(1 )( ) ( )( ) ( ) [( ) ] ( )( )t E S E Et St E Et St E S S St E S St ty a gt v v k k v k lα α α γ α α α γ α α= − − + + − + − + + + + −
  （12） 
 
(12)式で vi(i=E,S、Ｅは機械、Ｓは建物 )は設備年齢を表し、資本の質 (Ci)は、

)0( >= −
iii

iVC γγ と考える。JCER データベースを使って（12）式を推計すると、マクロ
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ベースの結果において、設備年齢の変化が各資本の質の変化に及ぼす弾力性（γ）は、機械

資本の場合が 1.3 で、建設資本の場合が 0.6 となっている（γ=1という仮説も棄却されてい

る）。すなわち、設備年齢が上昇するに伴って資本の質が劣化する度合いは、機械資本の方

が建設資本より大きい。最後に推計から計算される労働節約的技術進歩率（ｇ）は、2.5％
となっている。このことから、日本でも建設資本より機械資本の方に技術が体化される割

合が多い。したがって設備投資を通じて技術進歩を達成しようと考えるならば、まず機械

資本の更新を積極的に進めていくべきであろう。 
 
4 IT化は生産性の向上に寄与しているか 
4-1 IT化と日本経済 
 すでにみたように、1990年代に入って、生産性向上への関心が世界的に広がった背景に
は、IT革命（欧州では ITではなく、ICTと呼ぶ）とともに米国が長い間の生産性低迷から
脱却したという見方が影響している。それでは、IT 化はどのような経路を経て、経済全体
の生産性向上に寄与するのであろうか。 
 第 1は、生産性の高い IT産業が成長することによって、経済全体の生産性が上昇すると
いう効果である。第 2は、IT資本財の蓄積が進むことにより、労働生産性が上昇する効果
である。そして第 3は、ある産業や企業での IT化が、他の産業や企業の生産性を促進させ
る効果である。例えば顧客や取引先の IT化が進むことにより、自社の部品の発注や在庫管
理を効率化することができ生産性が上昇するといった効果である。こうした IT化による技
術的な外部効果は、財・サービスの取引関係の中で IT化が進めば進むほど効果が大きくな
ると予想されることからネットワーク効果とも呼ばれる。 
 第 1の効果を調べるためには、まず IT産業とはどういう産業なのかを調べておかなくて
はならない。補表には、OECDの IT産業の定義が書かれている。15これにしたがえば、お

おむね製造業ではコンピューターや通信機器の製造産業、非製造業では、通信サービス産

業やソフトウエア産業、コンピューター・通信機器などを販売する業種などが含まれてい

る。Jorgenson and Motohashi(2005)の推計によれば、IT産業の GDP成長率に対する寄与
率は、1990年代前半の 13％から 90年代後半（2003年まで）には 37％へと急速に上昇し
ている。16 

                                                  
15 米国における IT産業の分類については、西村・峰滝（2004）を参照のこと。また元橋
（2005）では、日本標準産業分類における IT産業に相当する分類を掲げている。これによ
れば、二桁分類では、情報通信機械器具製造業（28）、通信業（37）、放送業（38）、情報サ
ービス業（39）、インターネット附随サービス業（40）、映像・音声・文字情報制作業（41）
が IT産業とみなされる。 
16 ただし、Jorgenson and Motohashi(2005)の推計では、耐久消費財やパッケージソフト
ウエア、自社開発ソフトウエアが設備投資として計算されるなど、日本の国民経済計算と
多少異なる推計方法を取っている点に留意する必要がある。もっとも『平成 17年 情報通
信に関する現状報告』（総務省）でも、情報通信産業の経済成長への寄与は、46％と推計さ
れており、IT産業の経済成長への寄与が大きくなっていることは間違いがない。 
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第 2の効果を考えるために、まず資本財を非 IT資本財（Ｋ）と IT資本財（Z）に分けて
考える。それぞれの資本財が生産に与える影響（すなわち生産の弾力性）が異なると考え、

（7）式を変形すると、 
 

 τβα ∆+∆+∆=∆ zlklyl                   (13) 

 
となる。（13）式で、 kl∆ は非 IT資本の資本／労働比率の変化率で、 zl∆ は IT資本の資本
／労働比率の変化率である。そして、α, βは生産のそれぞれの資本に対する弾力性となる。

（13）式から明らかなように、IT資本財の蓄積が大きくなれば、労働生産性は上昇する。 
 米国で IT革命が、米国の生産性上昇に寄与したという場合、最も強調されるのはこの資
本蓄積を通じた効果である。表 7は、米国における IT資本の蓄積が生産性の上昇に与える
効果だが、2001年の大統領経済報告を除き、ほとんどの推計において、90年代後半の労働
生産性上昇率の加速の主因が IT 資本の蓄積によることを示している。この IT 資本の増加
は、価格指数の驚異的な低下によって、実質ベースで資本蓄積量が進んだことが大きい。

このため、DeLong(2002)は、今後も技術革新による IT 資本財価格の低下は続くと予想さ
れることから、米国の経済成長における IT資本蓄積の寄与は、低くならないと予想してい
る。17 
それでは、日本の IT 資本ストックはどのような推移を示しているのだろうか。図２は、

JCER データベースを利用した 1980 年から 2003 年までの民間ベースの IT 資本ストック
の推移である。これをみると、この 23年間の間に IT資本ストックは年率 13.7％で伸びて
きたが、決して単調に増加してきたわけではなく、90 年代前半に一時的に頭打ちになって
いる。この時期は、インターネットの商用化とともに米国でダウンサイジング化やアウト

ソーシング化が進んだ時期であった。日本はちょうどこの時期から長期停滞に入ったため、

設備投資が遅れ、IT 革命の波に乗り遅れたといわれている。しかし、Windows 95 が発売
された 90年代後半以降は、再び IT投資が活発化し、2003年の IT資本ストック総額は 90
兆円近くに上っている。18これは全資本ストック額の 9.4％に相当している。なお、ここで

                                                  
17 米国は IT資本財価格の低下が、最も急速な国であり、他国は米国ほど IT資本財価格の
低下は見られない。この点が欧州で米国ほど IT資本の蓄積が経済成長に寄与しない要因の
一つだと言われている。こうしたことから、Colecchia and Schreyer (2002)は、米国とその
他の先進国の IT資本財価格の乖離を調整する価格指数(Harmonized Price Index)を提唱し
ている。西村・峰滝（2004）は、日本でこの価格指数を利用して IT革命の影響を分析して
いる。なお欧州諸国において、IT資本蓄積が労働生産性の向上にどの程度寄与したかとい
う研究は、van Ark(2002)にまとめられている。これをみると、ドイツやフランスといった
大国では、IT資本蓄積は労働生産性の向上にそれほど寄与していない。 
18 ここでの IT資本財の範囲は、事務用機器、電子計算機、電気通信機器である。JIPデー
タベースや米国では、もう少し広い範囲で IT資本財を定義している。こうした IT資本財
の定義の違いについては、宮川・浜潟（2004）を参照されたい。なお、『平成 17年 情報
通信に関する現状報告』（総務省）では、2003年の情報通信資本ストックを 53兆円と推計
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は受注ソフトウエアのみを推計しているが、パッケージソフトウエアや自社開発ソフトウ

エアを加えれば、IT資本の比率はさらに高まると予想される。19 
 さて、この IT資本は経済成長にどの程度寄与しているのであろうか。IT資本を考慮した
2003 年までの成長会計を、JCER データベースと総務省の『平成 17 年 情報通信に関す
る現状報告』（表 8では、情報通信白書と呼んでいる）及び Jorgenson and Nomura(2005)
による推計からみてみよう（表 8 参照）。表 8では、寄与度からみた IT 資本の経済成長へ
の貢献度は、1980年代後半が最も高いが、寄与率からみると、90年代後半から貢献度が上
昇している。特に JCERデータベースによる推計では、IT資本の寄与率は、90年代後半が
40％、2000年代前半が 50％となっている。情報通信白書における 2000年代の寄与率が低
くなっているのは、IT資本の範囲を JCERデータベースよりも狭く捉えているためであろ
う。またパッケージソフトウエアや自社開発ソフトウエアを考慮した Jorgenson and 
Nomura(2005)の推計でも、IT 資本の寄与率は、90 年代前半の 17％から後半には 31％へ
と上昇している。 
情報通信白書では、IT 資本を含む生産関数を推計し、そのパラメータを利用して、成長

会計を行っている。20この IT資本を含めた生産関数を最初に推計し、IT資本の限界生産力
が非 IT 資本の限界生産力を上回ることを示したのが篠崎（1999）である。篠崎（1999）
の分析は、マクロ・レベルの分析であったが、その後の IT化に関する研究では、産業レベ
ルや企業レベルのデータを利用したより詳細な分析が行われるようになる。西村・峰滝

（2004）では、産業レベルのデータベースを利用して産業別の IT資本の成長への寄与を計
算するとともに、他の生産要素との代替・補完関係について分析を行っている。また経済

産業省の『特定サービス産業実態調査』の個票を使って、情報サービス産業においてモジ

ュール化の進展が、TFP 変化率にどのような影響を与えているかを調べている。結果は米
国と異なり、日本の情報サービス産業のモジュール化は、必ずしも生産性の上昇に寄与し

ていない。一方元橋（2005）は、『企業活動基本調査』の個票を使い、IT 資本を含む生産
関数を推計し、生産の IT資本に対する弾力性は、製造業で 0.10から 0.14になることを示
している。 
第 3のネットワーク効果については、様々な研究が行われているが、第 1、第 2の効果と

異なり、ネットワーク効果の存在を肯定する結果と否定する結果が混在している。このネ

ットワーク効果を検証する場合、基本的には、次のような推計式を使う。 

                                                                                                                                                  
している。これは事務用機器を IT資本財に含んでいることによるものと考えられる。 
19パッケージソフトウエア及び自社開発ソフトウエアを考慮した Jorgenson and Nomura 
(2005)の推計によれば、2000年におけるマクロベースの IT資本ストックのシェアは、
9.83％である。 
20 この推計では、労働分配率は 51％、非 IT資本の分配率が 45％となっている。このため
情報通信白書の成長会計では、非 IT資本の変化率が、経済成長への貢献に大きな影響を与
えるとともに、1980年代後半のソロー残差が相当低くなり、90年代前半のソロー残差が高
くなる要因となっている。 
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 jjj uNETconst ++=∆ βτ .   （14） 

 
 (14)式は、ｊ産業の TFP上昇率が、他産業での IT資本の蓄積行動（これを NETjで表し

ている）によって影響を受けているかどうかを検証する推計式である。Stiroh(2002)は米国
の産業別データを利用して、NETjを自産業の IT投資を含む全産業の IT投資額にして、推
計を行ったが、ネットワーク効果が存在する決定的な結果は得られなかった。これに対し、

Mun and Nadiri (2002)は、産業連関表から導出される、投入／産出関係を用いて、他産業
から自産業への IT資本蓄積の効果を計測している。この方法は、すでに外部性を計測する
多くの分析に用いられている。これは Bartelsman, Caballero, and Lyons (1994) が、他産
業の生産が自産業の生産を活性化する取引外部性を実証するために用いた方法と同様の方

法である。このときネットワーク効果を示す変数は、 
 

  i
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となる。（15）式において、Mijは i産業からｊ産業への中間投入額で、Ziは i産業の IT資
本ストック額である。（15）式は投入側からのネットワーク効果を測る指標だが、同様に産
出側からのネットワーク効果を示す指標も作成できる。したがって（15）式は、ネットワ
ーク効果が、自産業と他産業の取引量に応じて波及することを示している。Mun and Nadiri 
(2002)は、この指標を利用することによってネットワーク効果が存在することを実証してい
る。 
 日本では、Nishimura and Shirai(2003) が Stiroh (2002) の方法にしたがって、製造業
における IT 資本の外部性を検証している。しかしこの推計では、Stiroh (2002) と同様、
IT 資本の外部性については確たる根拠を見出していない。一方 Miyagawa, Ito, and 
Harada(2004)は、Mun and Nadiri (2002)と同様の指標を作成し、JCERデータベースを
利用してネットワーク効果を実証している。彼らの実証では、投入側からのネットワーク

効果のみが検証されている。内閣府（2004）は、JCER データベースを延長することによ
り、Miyagawa, Ito, and Harada(2004)と同様の分析を行っている。その結果、ネットワー
ク効果は労働生産性上昇率の 15％程度を占めていることを示している。 
 欧州では、van der Wiel and van Leeuwen(2004)が、オランダのサービス産業に属する
企業データを利用して、ネットワーク効果を検証している。彼らのネットワーク指標は、

産出・投入のウェイトをつけないで他企業の IT資本ストックを集計したものである。この
実証分析で、彼らはネットワーク効果を考慮しなかった場合の IT資本蓄積による労働生産
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性向上効果は、過大推計されており、TFP の上昇率に対しては、ネットワーク効果が最も
貢献度が高いことを示している。 
このように IT資本のネットワーク効果をめぐる議論はまだ決着を見ていない。ただ、IT

資本の蓄積が進めば、資本収益率はいずれ逓減していくことから、もし IT化によって持続
的な経済成長を達成しようとすれば、今後は政策的にもネットワーク効果をいかに生かす

かが決め手となろう。 
 
4-2 組織資本の役割 
 IT化と生産性に関する研究が進む中で、次のような課題が浮かび上がってきた。一つは、
米国で物的な IT資本の蓄積以上に企業価値（株価）の上昇が生じ、単なる物的な資本の増
加では 1990 年代後半における米国の繁栄を説明することが難しくなってきたことである。
いま一つは、米国を追うように IT資本の蓄積を進めながら、ドイツ、フランス、英国とい
った欧州の比較的大きな先進国で、米国ほど生産性の上昇を享受できないという現象が生

じていることである。 
 こうした課題に対して、物的な IT化を補完して生産性を上昇させる要素として無形資産
の役割が注目されている。van Ark (2004)は無形資産のカテゴリーを表 9のように分類して
いるが、その中でも最近の研究で注目されているのは、組織資本（organizational capital）
の役割である。 
 組織資本という用語を最初に論文で使用したのは、Prescott and Visscher (1980)である。
彼らは当初、Lucas(1978)の議論に触発されて、何故企業規模によって企業成長が異なるか
という問題を考察するために、この概念を使い始めた。つまり、物的な資本や労働といっ

た生産要素以外に企業を成長させる要素として、組織資本の概念を導入したのである。21 

その後約 20年が経ち、組織資本は、1990年代後半から IT化が進む米国や欧州諸国の経済
状況を説明する鍵概念として復活したのである。 
 組織資本の役割を計測するアプローチは、大きく二つに分かれる。一つは生産関数を利

用して、組織資本が TFPに与える影響を計測する方法である。Basu, Fernald, Oulton, and 
Srinivasan (2003)（以下 BFOS）にしたがうと、組織資本を含む生産関数は次のように定
式化できる。 
 

),,),,(( jtjtjtjtjtjtjtjt LKOZGFBQQ Θ=+=    （16） 

 
(16)式では、議論を簡単にするために中間投入を除いている。（16）式で通常我々が観察し
ている生産物は Q だが、この生産物を生み出す過程で、観察不能な費用（Ｂ）がかかって

                                                  
21 こうした組織資本を形成するために生産過程で何らかの資源を要するということは、す
でに Coase(1936)、Penrose(1959), Uzawa(1969)において論じられていた。 
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いると考える。これは設備投資に伴う調整費用と同じ概念である。しかし、Bは単なる費用
ではなく、それは時間を経過して組織資本（Ｏ）として蓄積されていく。 
   
  1(1 )it it B itO B Oδ −= + −    （17） 

 
そして、その組織資本は、再び生産関数の中に入り込み、実物資本ストックと合わせて生

産に寄与する。このように考えると、我々が観察している TFP 変化率（ τ∆ ）は、純粋な

技術革新だけではなく、組織資本の寄与や、その費用分だけバイアスがかかっていること

になる。 
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 (18)式における Gs は、組織資本と IT 資本の組み合わせによる生産要素のシェアである。
（18）式にしたがえば、当初 IT投資が増加している時期には、TFP変化率は低下現象を示
し、その後 IT投資に伴って、組織資本が蓄積されるにつれ、TFP変化率が上昇することに
なる。22このため、1980年代に Solow（1987）が指摘したパラドックス（物的な IT機器は
広く利用されているにもかかわらず、生産性が向上していないというパラドックス）や欧

州先進国が 90 年代後半から IT 資本を蓄積しているにもかかわらず、それが生産性に反映
されていないという現象を説明することが可能となる。BFOSは、G（Z, O）を CES関数
として特定化し、米国と英国について実証分析を行っているが、必ずしも（18）式をサポ
ートする結果は得られていない。 
 これに対して Hall(2004)は、直接調整費用の大きさを計測することによって、組織資本
の重要性を示そうとした。彼は 3 生産要素（資本、労働、中間投入）からなる企業につい
て、それぞれのオイラー方程式を導出し、Shapiro(1986)と同じように、このオイラー方程
式を同時推定することによって、構造パラメータである調整費用を推計した。データは BLS
の産業別データ（1949 年から 2000 年までの暦年データ）である。推計された調整費用の
パラメータは、労働、資本双方について、０の近傍に集まっており、調整費用がそれほど

大きくないという結果であった。 
またミクロ・データを使って組織資本の大きさを測ろうとする試みも行われている。Lev 

and Radhakrishnan (2003)は、TFPの中に組織資本が含まれていると考え、TFPを含んだ
売上とそうでない売上の差を組織資本と考える。このとき低く見積もって、売上の３％近

                                                  
22 投資の調整費用の存在を認めると、従来のソロー残差の計測にバイアスがかかることに
ついては、すでに Basu, Fernald and Shapiro(2001)によって示されている。日本でも宮川・
真木（2004）が、Basu, Fernald and Shapiro(2001)の方法にしたがって、ソロー残差を修
正した計測を報告している。 
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くが組織資本によると推計されている。またこの組織資本は、市場占有率や情報システム

費用と相関性が高いことが示されている。ただし彼らの論文は、この組織資本がその企業

の市場評価には十分反映されていないと述べている。Brynjolfsson (2004)は、IT化に伴っ
て組織の変革のために IT投資の何倍もの時間と投資をかけていることを説明した上で、企
業のミクロ・データを使ってこの組織資本への投資を推計している。推計の際には、様々

な無形資産への投資費用を主成分分析によって組み合わせたものを組織資本とみなしてい

る。 
日本では、Nishimura, Ohkusa, and Ariga (1999)も経営者能力という形で、組織資本に

近い概念を定式化した実証分析を行っている。また平成 16 年度の通商白書は、Lev and 
Radhakrishnan (2003)の方法を利用して組織資本（通商白書では、非 R&D知的資産と呼
んでいる）を推計している。データは日経 NEEDS からとった上場企業のデータである。
この推計結果に基づいた非 R&D知的資産と通常資本との比率をとると、日本の組織資本の
比率は、製造業でも非製造業でも１％程度である（表 10参照）。一方、Information Week
や Compustat Annual Databaseから推計した米国企業の比率は、7.3%と日本企業をはる
かに上回っている。 
 こうした調整費用を考慮した生産関数から組織資本の役割を計測する方法に対し、企業

の市場価値をもとに、組織資本の大きさを測ろうとする試みがある。Uzawa(1969)らの調
整費用を伴う投資関数によれば、Tobin’s qが１を超えている場合、それは投資に伴う調整
費用の大きさを示しているものとして捉えられる。Hall（2000）、（2001）は、この部分が
将来的には企業固有の資産になるとして、それが株式市場に１を超える値として反映され

ていると考えた。Hallはこれらの資産を e-capitalと呼び、企業の再組織化（reorganizaiton）
によって、これらが資産価値として評価されると考えた。 
複数の資産が存在する場合、生産関数の 1 次同次性を利用すれば、企業の市場価値は、
各資産の価値をその資産の Tobin の q をウエイトとした加重平均で表されることはすでに
Wildasin(1984)や浅子・國則（1989）、Hayashi and Inoue(1991)らによって知られている。
すなわち、ある企業 jの市場価値（Vj）は、 
 

 ii
i

ij KpqV ∑=    （19） 

 
で表すことができる。ここで、qiは資産 iに関する Tobinの qであり、piは資産 iの価格で
ある。(19)式の qiは、企業に関する最適問題を解けば、各資産の調整費用に１を加えたもの

に等しい。Yang and Brynjolfsson(2001)や Cummins(2003)は、（19）式を利用して、企業
の市場価値から調整費用を求めようとした。その結果、Yang and Brynjolfsson(2001)の計
測では、コンピューター資産に関して多額の調整費用が観察された。しかし、

Cummins(2003)は、Yang and Brynjolfsson(2001)のように、OLSで調整費用を推計する場
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合、推定値は推計に含まれていない組織資本の影響を受けバイアスを生じていると批判し

た。こうした問題を修正するために彼は、OLS だけでなく、GMM や誤差項の同時相関を

考慮した System GMMでの推計も行った。また彼は、企業の市場価値を測る際に変動の大
きい株式市場の価値だけではなく、アナリストの収益予想を現在価値に還元した値も企業

価値として用いた。その結果、Yang and Brynjolfsson(2001)のように、組織資本の値はそ
れほど大きなものではなく、せいぜい IT資本に伴って生ずる程度であることを確認してい
る。 

Cummins (2003)と同様に、Bond and Cummins (2000)は、有形固定資産と無形固定資
産の二つの資産を前提にして、有形固定資産に関する投資行動を、Tobinの qと無形固定資
産の投資率によって説明しようとしている。ここでは、無形固定資産として研究開発投資

や広告宣伝費をとっている。結果は、無形固定資産が必ずしも市場評価のｑを説明する有

用な情報となっていないことや、この市場評価のｑが有形固定資産に関する設備投資行動

をうまく説明していないということを示している。 
 このように、組織資本はその概念面では興味深い問題を提起しているが、実証面では必

ずしもその役割が評価されるような結果を生み出していないといえよう。 
 ところで、組織資本の考え方は、必ずしも経済学固有の考え方ではない。経営学の分野

でも古くから「暗黙知」、「見えざる資産」という表現で、組織資本と類似の経営資源が評

価されてきた。例えば伊丹・軽部編（2004）では、「見えざる資産」の概念整理を行った上
で、小糸製作所やキリンベバレッジが、中国へ進出する際に自社に蓄積された経営資源を

どのように活用したかを具体的に述べている。 
 このように組織資本を広く経営資源として捉えると、直接投資が生産性に与える影響を

計測することも、組織資本が生産性に与える影響を測る方法の一つとして捉えることがで

きる。直接投資は、まさに経営資源の国際移動だからである。深尾・天野（2004）では、『企
業活動基本調査』を利用して、日本における外資系企業が国内企業よりも 10%TFP水準が
高くなっていることを示している。 
 
５ 技術ショックと経済政策の役割 
 生産性の変動が日本経済にどの程度影響を与えるかは、経済政策のあり方にも大きく関

わってくる。林（2003）は、1990年代の長期停滞の主因が、生産性上昇率の低下にあると
結論づけた上で、とられるべき政策は、研究開発投資の増加など生産性向上策であると論

じている。こうした考え方は、長期停滞をより強力な財政拡張政策や金融緩和政策によっ

て克服しようとする意見とは大きく異なる。 
 Hayashi and Prescott(2002)及び林（2003）のモデルは、標準的な新古典派成長モデル
に基づいているが、これを景気循環モデルとして解釈すれば、実物的景気循環モデル(RBC
モデル)になる。RBCモデルでは、技術ショックに応じて人々は最適な行動をとるため、そ
れによって生じる景気循環も最適な経済行動の結果となり、伝統的なマクロ政策は、最適
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経路からの乖離を意味する。米国では、1980 年代に RBC モデルが提起されたときから、
この RBC モデルの帰結について論争が続いてきた。RBC モデルに対する批判の一つは、
確かに労働生産性や TFPは循環的な動きをするが、それは単に技術的なショックが引き起
こしているのではなく、稼働率の調整や労働保蔵が存在したり、市場が不完全競争状態に

あるといった要因から生じているというものである。もしこうした要因が支配的であるな

ら、需要側の要因によって生産性の変動が起きていると解釈することができる。 
 Hall(1990)は、こうした観点から産業別の生産関数を推計し、生産性の変動が必ずしも技
術的なショックによるものだけではなく、規模の経済性も影響していることを示した。ま

た Caballero and Lyons (1992)も、生産性の変動要因が、Diamond(1982)で示された取引
量に基づく外部性によることを実証した。しかしながら、彼らの実証分析は産業別のデー

タを利用しながら、中間投入を含めず、産出を付加価値としたため、推計された規模の経

済性を示すパラメータにはバイアスが生じることになる。Basu and Fernald(1995)、（1997）
は、この点を指摘した上で、産出を生産物として推計を行うと規模の経済性は消失するこ

とを示した。23 
 稼働率をどのように測るかという問題に関し、Basu(1996)は、原材料投入と付加価値の
動きが連動していると考えた上で、原材料投入の動きが、労働や資本の稼働率を代理でき

るとして計測を行った。さらに Basu and Fernald (1997)、(2001)は、労働の effortや資本
の稼働率を変化させることに伴って生ずる付随的な労働費用を含む費用関数を考え、この

費用関数の最適化行動から稼働率の変動が、労働時間によって代理できることを示した。 
この Basu and Fernald (1997)、(2001)の定式化は、次のように表すことができる。いま

資本財、労働とも 1種類と考え、（４）式を変形したｊ産業の生産関数を次のように表す。 
 

  ),,,( jtjtjtjtjt MJNFQ Θ=    (20) 

  

(20)式において )( jtjtjtjt EHLN = は有効労働投入量, jtjtjt UKJ =( ）は有効資本投入量を

表している。 jtN  は、雇用量 jtL , 労働時間 jtH , そして労働意欲（effort） jtE  に分解

できる。一方、 jtJ  は、資本ストック( jtK ) と資本稼働率 ( jtU ), に分解できる。 生産関

数 )(⋅F  は γ  次同次と考える。生産要素の中で、雇用量、労働時間、資本ストック、中
間投入量は観察できるが、労働意欲と資本稼働率は観察できないとする。  
  （20）を対数化し、時間についての変化をとると、 
  
                                                  
23 Burnside(1996)も同様の結論を導き出している。 
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jtjtjtjjt dxy θγ ∆+∆+∆=∆ )( ,   （21） 

 
ここで、 

  ( )jt Nj jt jt Jj jt Mj jtx c l h c k c m∆ ≡ ∆ + ∆ + ∆ + ∆  

  jtJjjtNjjt ucecd ∆+∆≡∆ . 

 

である。ここで ijc  は、生産要素 iについてのコストシェアである。 

Basu and Fernald (1997)、(2001)は、雇用の変動と設備投資とに調整費用がかかると考
える。さらに、労働意欲や労働時間の増加、資本稼働率の上昇にも追加的なコストがかか

ると想定する。以上の前提と生産関数のもとで、企業は以下のような費用最小化を行うと

考える。  
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subject to jtjttj KIK )1(1 δ−+=+ ,  

and      jtjttj LSL +=+1 , 

 
ここで tr  は企業の割引率, W  は賃金 MP  は中間投入価格 IP  は 投資財価格, Sは雇用
の純増分、 I  は粗投資である。 )(⋅ϕ  と )(⋅φ はそれぞれ雇用と設備投資に伴う調整費用

関数である。 ),( EHΛ  は、労働意欲と労働時間の増加に伴って上昇する賃金の程度を示す
関数であり、 )(UΓ  は、資本稼働率に応じて変化する賃金水準を示すシフト関数である。  
 (22)式の費用最小化問題を解いた 1次条件から、 
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Λ
Λ
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Λ
Λ

  （23） 

 
を導出することができる。ここで sΛ  ( EHs ,= ) は sに関する偏微分を示している。（23）
式から労働意欲は労働時間の関数 )(HEE = , 0)(' >HE として表すことができる。いまξ  
を、労働意欲の労働時間に関する弾力性とすると dhde ξ= である。  
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 同様に、資本稼働率も労働時間の関数として表すことができる、η  を労働時間及び労働

意欲に伴う賃金コストの労働時間に対する弾力性、ω  を労働コストのシフトプレミアム分

の資本稼働率に対する弾力性と定義すると、 dhdu 




= ω
η を導くことができる。したがっ

て労働意欲の変化や資本稼働率の変動も、労働時間の変動によって代理できることになる。

以上の関係式を（21）式に代入して整理すると、 

( )( )jt j jt j Nj Jj jt jty x c c hηγ γ ξ θω∆ = ∆ + + ∆ + ∆    （24） 

jtjtjjtj hx θκγ ∆+∆+∆= . 

 
となる。この（24）式を推計することにより、稼働率の影響を考慮した TFP変化率（ θ∆ ）

を推計することができる。 
日本でもこの Basu and Fernald の方法にしたがって実証分析が行われている。

Vecchi(2000)は、基本的には上記の推計式にしたがいながらも、稼働率については、
Basu(1996)にしたがい、中間投入量を労働時間で割った指数を利用している。そして彼は
この指数を労働保蔵の指数として解釈している。さらに経済全体の取引量の変化が与える

外部性（取引外部性）を考慮して、経済全体の生産量から自産業の生産量を控除した変数

を加えて推計を行っている。推計結果は、日本ではソロー残差の変動は労働保蔵の影響が

大きいことを示している。 
Vecchi(2000)の推計期間は、1960年代から 80年代であり、90年代を含んでいなかった。
これに対して、Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005a)及び Kawamoto(2005)は、
90年代も含めて同様の推計を行っている。Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005a)
は、基本的には（24）式にしたがいながらも、稼働率は、製造業について経済産業省の資
本稼働率を用いている。一方労働保蔵の変数は、Wakita(1997)が日本銀行短観を利用して
作成したインデックスを利用している。さらに Vecchi(2000)と同様、取引外部性を示す変
数を含めて推計を行っている。推計結果は、90 年代において、多少規模の経済性を示す産
業が多くなるものの、多くの産業は規模の経済性を示していない。また労働保蔵、取引外

部性といった需要側の変動によって影響される変数も有意な結果を得ていないことから、

生産性ショックが景気変動の主要因であると結論づけている。24 
Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005a)が財務省の『法人企業統計季報』の四半
期データを用いているのに対し、Kawamoto(2005)は、JIPデータベースを利用して、（24）
式に忠実にしたがった推計を行っている。JIPデータベースは、年次データのため各産業の
パラメータを推計することができない。このため Kawamoto(2005)では、産業を製造業耐

                                                  
24 Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005b)では、（24）式に忠実な推計を行ってい
るが、結果に基本的な変化はない。 
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久部門、製造業非耐久部門、非製造業の 3 部門に集約して推計をおこなっている。彼の推
計結果でも、やはり規模の経済性は観察されない。しかしながら、稼働率の係数は耐久財

製造業と非製造業については有意な結果を得ている。 
Kawamoto(2005)はこの推計結果をもとに、（６）式にしたがって、マクロ・ベースでの

技術進歩率を推計し、表４のように、90 年代に入っても純粋な技術進歩率（purified 
technological progress rate）に変化はないことを示している。そして従来のソロー残差を
低下させている最大の要因は、稼働率の低下であるとしている。 

Kawamoto(2005)の推計結果にしたがえば、ソロー残差の変動は、需要要因にしたがって
いることになり、需要側の管理を間違えなければ日本経済は本来の技術力を発揮できると

いう解釈になる。それでは Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005a)と
Kawamoto(2005)の結果の違いはどこにあるのだろうか。この結果の違いを受けて宮川達が、
Kawamoto(2005)と同じような部門分類で推計を行うと、Kawamoto(2005)と同様に稼働率
が有意となる結果が得られた。すなわち産業の集約度の違いが、両者の結果の違いに反映

していると考えられる。 
さて、（24）式によって推計されたγから、 µπγ )1( −= を使って、マークアップ率（µ）

を計算することができる。なお、ここでπは利益率である。表11は、Miyagawa, Sakuragawa, 
and Takizawa(2005a)の結果も含めて、最近計測されたマークアップ率（推計産業平均）を
まとめたものである。表 11 をみると、馬場（1995）と乾・権（2005）の結果はほぼ同じ
で 、 Nishimura, Ohkusa, and Ariga(1999) と Miyagawa, Sakuragawa, and 
Takizawa(2005a)の推計値がほぼ等しい。ただし、Miyagawa, Sakuragawa, and 
Takizawa(2005a)では、1990年代に限ると、馬場（1995）と乾・権（2005）の推計値に近
づく。マークアップ率の高い業種をみると、繊維、パルプ・紙、船舶、水運業など伝統的

な産業が多く、長期不況の際に合併等が増加して独占度が高まった可能性もある。 
これまでは、生産性の変動に対して、どのような要因が影響を与えるかが、経済政策の

あり方を左右するという観点から研究を辿ってきた。それでは技術ショックが生じた際に、

政策的介入が必要かどうかという問題は考えられているのだろうか。 
こうした問題を考えるきっかけとなった研究は、Galí (1999)である。言うまでもなく、
標準的な RBCモデルにしたがえば、正の技術ショックは、生産要素投入を増加させるとと
もに、生産も増加させていく。これに対して Galí (1999)は、独占的競争下で、価格硬直性
(sticky price)がある new Keynesian modelを構築し、たとえ、正の技術ショックが生じて
も、貨幣量が一定で価格が動かない状況では、企業は生産量を増加させないため、短期的

には生産要素を減少させることを示した。短期的に可変的な生産要素としては、労働時間

が最も適切なため、Galí (1999)は、労働生産性と労働時間を使った 2変数の構造 VARモデ
ルを利用して、米国だけでなく先進諸国における技術ショックの労働時間への影響を調べ

た。この結果ほとんどの国で技術ショックは短期的には労働時間を減少させた。25 
                                                  
25 ただし Galí (1999)の推計において、日本だけは短期的にも労働時間は減少していない。
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Basu, Fernald and Kimball(2004)は、Galí (1999)とは異なる方法で、この問題にアプロ
ーチしている。彼らの方法は、（24）式で推計された TFP 変化率を（６）式にしたがって
集計したものを aggregate purified technological shockと呼び、労働時間、投資量を初め
とするマクロ変数がこの aggregate purified technological shockにどのように反応するか
を調べた。推計結果は、Galí (1999)と同じく、技術ショックは短期的には労働時間を減少
させる効果をもたらしている。この他労働時間だけでなく、稼働率や非住宅投資、雇用者

数など他の投入要素も、正の生産性ショックに対し、短期的には減少し、sticky price model
を支持する結果を得ている。26 
日本では、Basu, Fernald and Kimball(2004)と同様の方法を、Miyagawa, Sakuragawa, 

and Takizawa(2005b)と Kawamoto and Nakakuki(2005)がテストしている。ここで、
Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005b)は、『法人企業統計季報』を利用し、
Kawamoto and Nakakuki(2005)は、KEOデータベースの製造業部門を利用している。 

Kawamoto and Nakakuki(2005)では、Basu, Fernald and Kimball(2004)と同様、正の
技術ショックは、労働時間を減少させている。ただ同時に設備投資も減少し、その減少は

長期にわたって回復していない。 
Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005b)の推計でも、正の技術ショックに対して

労働時間や労働時間に雇用者数をかけたマンアワーは、短期的に減少する。この結果を利

用して、Basu, Fernald and Kimball(2004)や Kawamoto and Nakakuki(2005)らは、価格
硬直性を有する new Keynesian modelが支持されたと考えている。しかし、正の技術ショ
ックに対して労働時間が減少するケースは、new Keynesian modelに限られない。例えば、
部門間での労働移動に障壁がある場合でも、短期的に労働投入は減少する可能性がある。

Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa(2005b)では、new Keynesian modelだけでなく、
労働市場の硬直性を考えた labor reallocation modelもテストすることにより、後者の可能
性が強いことを示している。 
ところで、正の技術ショックに対し、労働時間が増加する場合は、標準的な RBCモデル
が支持されるが、この実証結果だけで、政策的な介入が不要だという結論を導くのは早計

である。Galí , Lopez-Salido, and Valles(2003)は、sticky price modelにおいても、需給ギ
ャップとインフレ率を０にするような最適な金融政策ルールを金融当局が採用するならば、

                                                                                                                                                  
Galí (1999)の推計方法に対する反論としては、Christiano, Eichenbaum, and Vigfusson 
(2003) がある。Christiano, Eichenbaum, and Vigfusson (2003)の批判を踏まえて、
Braun・塩路（2004）は階差をとらない VARモデルで日本経済おける技術ショックと労働
時間の関係を調べ、技術ショックが労働時間を増加させるという結論を示した。 
26 欧米では、この他 Basu, Fernald and Kimball(2004)の方法にしたがった実証結果がある。
Malley, Muscatelli, and Woitek (2005)が米国の産業別データを用いて、Basu, Fernald and 
Kimball(2004)とは逆の結果を導出している。一方、Marchetti and Nucci (2005)は、イタ
リアの企業データを利用して、sticky price modelを支持する結果を得ている。 
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技術ショックが生じても、標準的な RBCモデルと同様の反応を生み出すことができる（こ
のモデルで Taylor ruleにしたがうと、技術ショックがランダム・ウォークでなければ、過
剰に生産を刺激することになる）ことを示している。彼らは、米国における過去の技術シ

ョックの系列とマクロ変数の動きを調べ、Volker 以降の連邦準備銀行の金融政策は最適金
融ルールに近かったと結論づけている。このように、技術ショックに対するマクロ変数の

反応を調べる研究は、単に複数のマクロ・モデルの妥当性を調べることに止まらず、技術

ショックに対する適切な経済政策のあり方も問うているのである。 
 
６ 終わりに －生産性の実証研究は何を語っているか－ 
 Hayashi and Prescott(2002)を契機として、日本経済を理解するために、生産性に関する
実証分析が従来以上に重視されるようになった。このため、ここ数年間にそれまでの欧米

の研究を踏まえて、日本でも多数の研究成果が生み出されている。ここではそうした研究

で、得られた成果と今後の課題を、もう一度簡潔に整理しておきたい。 
 
（１） Solow（1957）以来の TFP変化率（ソロー残差の変化）は、技術進歩率だけでなく、

様々な要素を含んでいる。生産性を向上させる政策を考えるとき、従来型の TFP変
化率で判断するのではなく、そこに含まれている様々な要素を取り出して判断して

いかなくてはならない。 
（２） そのためには、単にマクロベースの統計だけに頼るのではなく、産業別、企業別、

事業所別に生産性を計測できるデータベースを充実させていかなくてはならない。 
（３） 集計ベースの TFP変化率に関しては、今世紀に入って様々な計測結果が出ている。

しかし多くの結果が、1980 年代から 90 年代にかけての TFP 上昇率の低下を示し
ている。ただ資本や労働力の質を考慮すると、その低下の幅は縮小している。また

2000年代に入っても TFP上昇率が長期に渡って回復する兆候はみられない。 
（４） TFPの変化率には、純粋な技術進歩率だけでなく、生産要素の配分効果も含まれて

いる。労働力と資本の配分効果を考慮して、労働生産性を要因分解すると、90年代
に入って、労働市場での資源配分の歪みが、労働生産性の低下要因になっているこ

とがわかる。 
（５） 米国では、IT 革命を利用して、それまでの生産性低迷を脱却した。日本でも 1990

年代後半から IT 資本の蓄積が経済成長に貢献する割合は高まってきている。IT 化
の進展が TFP変化率に影響を及ぼすネットワーク効果については、欧米でも日本で
も肯定、否定両面の実証結果が得られており、決定的な結論を得るまでには至って

いない。 
（６） 物的な IT 資本の蓄積を補完して、生産性向上に寄与する要素として組織資本が注

目されている。組織資本の計測方法としては、生産関数を利用するアプローチと、

市場価値を利用するアプローチがあるが、双方とも組織資本の大きさを正確に把握
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するまでには至っていない。 
（７） マクロ経済における技術ショックの役割の大きさは、経済政策にも影響を与える。

TFPの変化が、主に技術ショックの影響を受けているか、需要側の要因に左右され
ているかを調べる研究は、日本でも行われているが、現在は正反対の結果が出てい

る。また技術ショックがマクロ変数に与える影響についても、sticky price model
を支持する結果と、labor reallocation modelを支持する両方の結果が出ている。こ
うした実証研究の成果は、今後のマクロ政策を考える上で有用な情報を提供する可

能性がある。 
 
現時点（2006年 3月）では、2002年 1月からの景気回復が続いており、90年代からの

長期停滞の要因の多くが解決されつつある。しかし生産性の分析は、単に 1990年代の長期
停滞の理解を深めるだけでは終わらないし、現時点でも顕著な生産性の回復が見られてい

るわけでもない。また長期的な視野をもって日本経済を構想する上で、人口減少社会にお

ける生産性を向上は、欠かせない課題である。 
生産性を構成する要素は、観察されない部分が多く、そのことがデータ取得の困難性や

研究成果の違いを生み出し、今後に向けて多くの課題を残している。今後の生産性研究の

ためには、データの充実と実証研究の深化が歩調を合わせて進んでいかなければならない。 
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表１　生産性の概念

労働力（Ｌ） 資本（Ｋ）
労働力及び資本
（生産要素の組み
合わせをＸとする）

労働力、資本、中間
投入（生産要素の
組み合わせをＺとす

る）

生産物
（Ｑ）

生産ベースの労働
生産性（Q/L)

生産ベースの資本
生産性（Q/K)

生産ベースのＴＦＰ
（Ｑ/Ｘ)

生産ベースのＴＦＰ
（Ｑ/Ｚ)

付加価値
（Ｙ）

付加価値ベースの
労働生産性（Y/L)

付加価値ベースの
資本生産性（Ｙ/K)

付加価値ベースの
ＴＦＰ（Ｙ/Ｘ)

投入生産要素

産出

単一要素の生産性 複数要素の生産性
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表2　産業別データベースの概要

KEOデータベース JIPデータベース JCERデータベース

産業分類 43分類（うち製造業22分類）
84分類（うち製造業35分類）、現在108分類
に拡張中

23分類（うち製造業13分類）

推計期間 生産・中間投入（1960-2000年）
生産・中間投入（1970、73-98年）、現在
2002年まで延長中

マクロベースは、1980年から2003年、付加
価値、労働（1970-2002年）

労働（1960-2000年）
労働(1970-2000年）、現在2002年まで延長
中

資本（1980-2002年）、マクロベースは2003
年まで

資本（1955-2000年） 資本（1970-98年）、現在2002年まで延長中

価格評価 1995年価格 1990年価格、現在1995年基準に変更中 1995年価格

労働の属性 性別：2分類 性別：2分類 特に分類はない。
年齢：11区分 年齢：11区分
就業形態：3分類 就業形態：3分類
学歴：4分類 学歴：4分類

資本の属性 社会資本：含む 社会資本：一部含む 社会資本：含まず

IT資本：ソフトウエアは別途Jorgenson and
Nomura(2005)で推計

IT資本：ハードウエア及び受注ソフトウエア IT資本：ハードウエア及び受注ソフトウエア

資産分類：42分類 37分類 建物と機械の2分類

減耗率：「昭和35年国富調査」、「昭和45年
国富調査」より推計。一部は中古価格によ
り独自推計。

米国BEAの減耗率を採用
Hayashi and Inoue (1991),小川・北坂
（1998）が利用した減耗率を採用。

注　KEOデータベースは、黒田・新保・野村・小林（1996）、野村（2004）をもとに作成
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研究 推計期間 アウトプット インプット 設備稼働率 資本の質的変化 IT資本のデフレータ－ 労働時間 労働の質的変化 投入シェア 市場の構造 規模の経済

深尾他（ＪＩＰ
2006）

1970-2002
GDP（1993年SNAベー

ス）、産業別グロス・アウト
プット

資本、労働、中間生産物 産業ごとに調整

「JIPデータベース」により
産業ごとに資本ストックを

推計し、資本種ごとの資本
サービスを推計し調整

調整なし
「JIPデータベース」により、
産業別の労働時間で調整

「JIPデータベース」によ
り、年齢、学歴等で調整

コスト・シェア
生産物市場での完全競

争を仮定せず
規模の経済なし

Jorgenson &
Motohashi (2005)

1975-2003
GDP（1993年SNAベー

ス）
注１） 資本、労働、在庫、土地 調整なし

資本種ごとの資本サービ
スを推計し調整

IT資本のデフレータ－を
調整

「KEOデータベース」によ
り、労働時間を調整

「KEOデータベース」によ
り年齢、性別、教育、職

種で調整
コスト・シェア 完全競争を仮定 規模の経済なし

Hayashi &
Nomura (2005)

1960-2000
GDP（1993年SNAベー

ス）
注2） 資本、労働、在庫、土地 調整なし

資本種ごとの資本サービ
スを推計し調整

調整なし
「KEOデータベース」によ

り、労働時間を調整

「KEOデータベース」によ
り年齢、性別、教育、職

種で調整
収入シェア 完全競争を仮定 規模の経済なし

Hayashi &
Prescott (2002)

1960-2000
労働人口1人当たりの
GNP（1968年SNAベー

ス）
注3）

資本
注4）、

労働、在庫 調整なし
「国民経済計算」データを
使用し、償却費を再取得
価格ベースにして調整

調整なし 総労働時間で調整 調整なし 付加価値シェア（固定） 完全競争を仮定 規模の経済なし

内閣府 (2002) 1981-2000
GDP（1993年SNAベー

ス）
注5）、

産業別付加価値
資本、労働

製造業、非製造業別に調
整

「民間企業資本ストック」統
計を使用して調整せず

調整なし 産業別の労働時間で調整 調整なし 付加価値シェア（固定） 完全競争を仮定 規模の経済なし

吉川・松本
(2001)

1980-1999
GDP（1968年SNAベー
ス）、産業別付加価値

資本、労働 調整なし 調整なし 調整なし 不明 調整なし 付加価値シェア（固定） 完全競争を仮定 規模の経済なし

中島他 (2004) 1985-1999
価格情報により、産業別

に推計
資本、労働、中間生産物 調整なし

「KEOデータベース」によ
り、産業別の資本サービス

を推計し調整
調整なし 調整なし 調整なし コスト・シェア

生産物市場での完全競
争を仮定せず

規模の経済なし

Kawamoto (2005) 1973-1998
GDP（1968年SNAベー

ス）、産業別グロス・アウト
プット

資本、労働、中間生産物

観察可能な労働時間の変
化を観察不可能な稼働率
の代理変数として用いて

調整

「JIPデータベース」により
産業ごとに資本ストックを

推計し、資本種ごとの資本
サービスを推計し調整

調整なし 産業別の労働時間で調整
「JIPデータベース」によ
り、年齢、学歴等で調整

コスト・シェア
生産物市場での完全競

争を仮定せず
規模の経済

宮川 (本論文) 1981-2003
GDP（1993年SNAベー

ス）
、
産業別付加価値

資本、労働 調整なし
「JＣＥＲデータベース」を

使用
注５） 調整なし 産業別の労働時間で調整 調整なし コストシェア 完全競争を仮定 規模の経済なし

注5）帰属家賃は控除、内閣府（2002）の推計は1968年SNAベース

表3 1990年代日本のTFP上昇率の推計例

注4）政府資本は除き、対外資産を含む

注2）パッケージ・ソフトウェアと自己使用目的・ソフトウェアを含む。
注１）米国NIPAベースに合わせるため、パッケージ・ソフトウェアと自己使用目的・ソフトウェアを含む。また、耐久消費財の資本サービスも含む。

注3）GNPに関しては1968年SNAベースで、償却費を再取得価格ベースにするなどの調整を実施

（出所）乾・権（2005）より筆者が加筆
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深尾他（ＪＩ
Ｐ2006）(a)

Jorgenson
&

Motohash
i　(b)

Hayashi &
Nomura

（c)

Hayashi &
Prescott

(d)

内閣府
(e)

吉川・松
本　（f)

中島他
(g)

Kawamoto
(h)

1970年代 1.55% 1.57% 0.00% 0.52%
1980年代 1.29% 1.25% 0.70% 2.36% 1.60% 1.20% -1.55% 1.90%
1990年代 0.58% 0.58% -0.20% 0.18% 0.20% -0.90% -0.41% 1.90%

90年代と80年
代との差

-0.71% -0.67% -0.90% -2.17% -1.40% -2.10% 1.14% 0.00%

（出所）乾・権（2005）より筆者が加筆
注：(a) 年率平均成長率は、1970年代（70～80年平均）、1980年代（80～90年平均）、1990年代（90～2002年平均）とする。稼働率の調整は実施していない。

(b) 年率平均成長率は、1970年代（75～80年平均）、1980年代（80～90年平均）、1990年代（90～2003年平均）とする。稼働率の調整は実施していない。

（ｃ） 年率平均成長率は、1970年代（73～84年平均）、1980年代（84～90年平均）、1990年代（90～2000年平均）とする。稼働率の調整は実施していない。

(d) 年率平均成長率は、1970年代（73～83年平均）、1980年代（83～91年平均）、1990年代（91～98年平均）とする。稼働率の調整は実施していない。

(e) 年率平均成長率は、1980年代（81～90年平均）、1990年代（91～2000年平均）とする。

(f) 年率平均成長率は、1980年代（87～93年平均）、1990年代（94～97年平均）とする。

(g) 年率平均成長率は、1980年代（85～89年平均）、1990年代（90～99年平均）とする。

(h) 年率平均成長率は、1980年代（80～90年平均）、1990年代（90～98年平均）とする。

表4　マクロのTFP上昇率（年率平均）
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表５　労働生産性の要因分解

1980-90 1990-2000 2000-2002
1980-85 1985-90 1990-95 1995-2000

労働生産性上昇率 3.15% 2.47% 3.82% 1.11% 0.91% 1.32% 0.93%

　資本蓄積効果 1.37% 1.29% 1.46% 0.82% 0.83% 0.80% 0.73%
　資本再配分効果 -0.03% -0.04% -0.01% 0.00% -0.01% 0.01% 0.07%
　労働再配分効果 0.55% 0.43% 0.67% 0.00% 0.12% -0.13% -0.33%
　TFP変化率 1.25% 0.80% 1.70% 0.30% -0.04% 0.64% 0.46%

（注）JCERデータベースより筆者推計
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表6　生産要素の投入構造変化がTFPに与える影響（26産業）

被説明変数：TFP上昇率

推計期間：85-90、90-95、95-2000の3期間

（１） （２） （３） （４）

中間投入構造変化 0.2654 0.1966 0.5154 0.2586

（0.05） *** (0.06) *** (0.05) *** (0.04) ***

中間投入構造変化＊製造業ダミー 1.2032 2.2896 1.4912 0.9988

（0.24） *** (0.40) *** (0.06) *** (0.88) ***

資本構造変化 0.1569 0.1821 0.2434 0.2652

（0.06） ** (0.10) * (0.01) *** (0.07)

労働構造変化 -2.5320

（0.54） ***

労働構造変化＊製造業ダミー 2.2098

（0.22） ***

管理職比率 -0.0293

(0.00) ***

専門職比率 -0.1107

(0.00) ***

パートタイム比率 -0.0435

(0.00) ***

推計方法 fixed effects fixed effects fixed effects fixed effects

(GLS) (GLS) (GLS) (GLS)

操作変数法 操作変数法 操作変数法 操作変数法

Adjusted　R-squared 0.7280 0.9513 0.9861 0.9818

（注1）推計結果は、宮川・竹内（2006）による。

(注2）カッコ内はwhiteのt値。有意水準は、*10%、**5%、***1%

（注3）管理職比率、専門職比率、パートタイム比率は各期間の初期時点（85、90、95年）を利用

（注4）操作変数には各産業の1人当たりIT比率、規制緩和指標、そのラグ値、及び、上記の

        分析に使った説明変数のラグ値を使用

※26産業は統合大分類（32部門）から事務要因（32）、分類不明（33）、及び、公的部門の

  公務（25）、教育・研究（26）、医療・保健・社会保障・介護（27）、その他の公共サー

　 ビス（28）の６部門を除く26産業
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       （％）

分析者
Oliner &
Sichel

Gordon Jorgenson Whelan ERP2001 ERP2002

73-95 72-95 73-90 74-95 73-95 73-95
95-00 95-00 95-99 96-98 95-2000 95-2001

   70年代以降の労働生産性上昇率（a） 1.40 1.42 1.26 1.16 1.39 1.39
   90年代後半の労働生産性上昇率（ｂ） 2.55 2.86 2.11 2.15 3.01 2.60
労働生産性上昇率の加速（ｂ）-（a） 1.15 1.44 0.85 0.99 1.63 1.21
   同上循環的要因 - 0.40 - - 0.04 -0.48
   同上構造的要因 - 1.04 - - 1.58 1.70
      資本装備率 0.34 0.37 0.45 - 0.38 0.57
        （うちIT要因） (0.59) (0.60) (0.54) (0.46) (0.62) (0.60)
      全要素生産性；TFP 0.77 0.52 0.50 - 1.19 1.07
        （うちIT要因） (0.47) (0.30) (0.31) (0.27) (0.18) (0.16)
      その他 0.04 0.15 -0.10 - 0.00 0.04
労働生産性加速へのIT要因の寄与率 92% 63% 100% 74% 49% 63%
TFP加速に占めるIT要因の寄与率 61% 58% 62% - 15% 15%

　　　　　　　　　　　を参考に作成

表7　労働生産性と全要素生産性（TFP)の加速に対する情報技術（IT)の要因

分析対象期間

(出所）Oliner & Sichel (2000), p.13, Table 2; Gordon (2000), p.64, table 3.2; Jorgenson (2001), p.25, Table 8；
Whelan (2000), p.34, Table 5; Economic Report of the President  (ERP [2001], ERP[2002]), p.28, Table 1-1;
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表8　ＩＴ資本蓄積の経済成長への寄与
（単位：％）

1985-90 1990-95 1995-2000 2000-03

JCER 情報通信白書 JCER 情報通信白書

Jorgenson
and Nomura

(2005) JCER 情報通信白書

Jorgenson
and Nomura

(2005) JCER 情報通信白書
経済成長率 4.73 4.73 0.67 0.67 1.27 1.26 1.26 1.34 0.82 0.82

寄与度
　労働力 0.39 0.47 -0.51 -1.38 -0.15 -0.32 -0.27 -0.18 -0.61 -0.43
　非ＩＴ資本 1.29 3.33 0.88 0.98 1.68 0.45 1.26 0.76 0.34 0.77
　ＩＴ資本 0.69 0.87 0.24 0.15 0.22 0.50 0.50 0.41 0.40 0.19
　ソロー残差 2.36 0.06 0.07 1.43 -0.48 0.63 0.00 0.35 0.69 0.29

（注１）JCERは、筆者がJCERデータベースを利用して推計
（注２）情報通信白書は、「平成17年　情報通信に関する現状報告」
（注3）Jorgenson and Nomura(2005)は、GDPの計測について独自の方法を採用している。
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表9　知識資産の分類

(A) ＩＴ資本
　（A1)ハードウエア
　(A2)通信インフラストラクチャー
　(A3)ソフトウエア

(B)人的資本
　（B1)学校教育
　(B2)職業訓練
　(B3)経験

(C)知識資本
　（C1)研究開発や特許
　(C2)ライセンス、ブランド、著作権
　(C3)他の技術的なイノベーション
　(C4)資源開発

(D)組織資本
　（D1)工学デザイン
　(D2)組織のデザイン
　(D3)データベースの構築及びその利用
　(D4)革新的なアイデアに対する報酬制度

(E)新製品に対するマーケティング（顧客資本）

(F)社会資本

（出所）van Ark (2004)
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表10　組織資本（非知的Ｒ＆Ｄ資産）の割合

（単位：百万円）
製造業 非製造業

機械組立産業 小売・サービス業
資本ストック(A) 41282 36437 74323 125343
見えざる資産(B) 784 2037 1089 10720

(B)/(A)% 1.9 5.6 1.5 8.6

注）　平成16年度通商白書より作成
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表11　日本におけるマークアップ率の計測

産業名 馬場（1995）
Nishimura,

Ohkusa, and
Ariga (1999)

乾・権（2005）

推計期間 1972-1992 1971-1994 1970-1998 1976-2002 1976-1990 1991-2002
食料品 0.740 1.186 0.581 1.217 1.070 1.083
繊維 0.254 1.119 0.836 1.497 1.150 1.523
衣服・その他 1.027 0.225 1.136
木材・木製品 1.116 1.262 1.114
パルプ・紙 1.516 1.233 1.367 1.029 0.878 1.350
出版・印刷 1.378 1.157 1.202
化学 0.609 1.074 1.429 0.961 1.076 0.429
医薬品 1.050
石油・石炭 0.130 1.545 0.855 1.102 1.283 0.907
タイヤ・ゴム製品 1.023
窯業・土石 1.265 1.038 1.486 1.074 0.745 1.280
一次金属 1.427 1.131 1.688
鉄鋼業 0.839 1.071 1.374
非鉄金属 1.010 1.269 0.704
金属製品 1.602 1.067 1.464 1.059 1.466 1.082
一般機械 1.154 1.013 1.345 0.719 1.005 1.210
電気機械 1.335 1.240 1.425 0.889 0.751 1.119
輸送機械 1.275 0.924 0.928 0.877 1.104
自動車 1.093
船舶 1.298 0.050 0.062 1.605
その他輸送機械 1.044
精密機械 2.108 1.030 1.597 0.893 0.879 2.519
その他の製造業 1.161 1.056 1.320 1.217 1.037 1.289
農林水産業 0.665 1.289
農業 1.166 0.791 2.015
林業 1.087 1.302 1.413
水産業 1.874 1.092 0.906
鉱業 1.665 1.237 2.335 1.555 1.582
建設業 1.158 1.188 1.466 0.606 1.077 1.214
電気・ガス・水道業 0.975 1.466
電気業 0.741 0.680 1.811
ガス・水道業 1.374 0.948 1.295
卸売・小売 2.352 0.567
卸売 1.192 1.028 1.087 1.024
小売 1.081 1.080 1.102 1.072
金融・保険 2.642 1.642
不動産 1.256 1.029 0.694 0.812 1.933 1.273
運輸・通信 1.089 1.579
陸運業 0.899 1.145 0.947
水運業 1.483 1.303 2.023
その他運輸・通信 1.347 1.132 1.147
サービス 1.081 1.437
事業所サービス業 0.765 0.765 1.359
旅館・その他の宿泊所 1.505 1.645 1.135
個人サービス業 1.315 1.476 1.121
映画・娯楽業 1.220 1.385 1.024
放送業 1.321 2.423 1.134
その他のサービス業 1.227 1.002 1.199
平均値 1.248 1.130 1.259 1.091 1.045 1.282

Miyagawa, Sakuragawa, and Takizawa (2005a)
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図１　ヴィンテージの推移
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図２　IT資本ストックの推移
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補表　OECDにおけるIT産業の定義

製造業

3000 Office, accounting and computer machinery 事務用、会計及び計算機製造業

3130 Insulted wire and cable 絶縁電線、ケーブル製造業

3210 components
電子バルブ、チューブ及びその他の
電子部品製造業

3220
Television and radio transmitters and
apparatus for line telephony and line
telegraphy

テレビ・ラジオ送信機及び有線電話・
電信装置製造業

3230
Television and radio receivers, sound or
video recording or reproducing apparatus,
and associated goods

テレビ・ラジオ受信機、音声または画
像録音・録画・再生装置ならびに関
連製品製造業

3312
Instruments and appliances, checking,
testing, navigating and other processes,
except industrial process equipment

測定、検査、試験、航法及びその他
の機器製造業（生産工程制御装置
を除く）

3313 Industrial process control equipment 生産工程制御装置製造業

サービス業

5150
Wholesaling of machinery, equipment and
supplies

機械器具卸売業

6420 Telecommunications 通信業

7123
Renting of office machinery and
equipment(including computers)

事務用機械・器具賃貸業（コン
ピューターを含む）

72- Computer and related activities

コンピューター及び関連産業（ハード
ウエア・コンサルタント業、ソフトウエ
ア・コンサルタント業及びソフトウエ
ア供給業、データ処理業、データ
ベース業、事務機器、計算機及びコ
ンピューター保守・修理業、その他コ
ンピューター関連産業）

（出所）西村・峰滝（2004）
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